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Ⅰ 法人の概要 
１ 基本的情報 

(1) 法 人 名  山形県公立大学法人 
(2) 所 在 地  山形県米沢市通町六丁目15番１号 
(3) 設 立 団 体  山形県 
(4) 設立認可年月日  平成21年４月１日 
(5) 設立登記年月日  平成21年４月１日 
(6) 沿革 

昭和27年４月 米沢女子短期大学家政科・被服別科が開学 

昭和31年４月 国語科を開設 

昭和38年４月 県立に移管承継 

昭和45年４月 山形県立米沢女子短期大学に名称変更  家政科を家政学科、国語科を国語国文学科に名称変更 

昭和51年４月 別科を廃止  家政学科に家政専攻と食物専攻を開設 

昭和59年４月 英語英文学科、日本史学科を開設 

平成６年４月 社会情報学科、健康栄養学科を開設(食物専攻を改組) 

平成７年３月 家政学科を廃止 

平成21年４月 公立大学法人化(法人名：公立大学法人山形県立米沢女子短期大学) 

平成26年４月 法人の名称を山形県公立大学法人に変更 

平成26年４月 山形県立米沢栄養大学が開学 

平成27年３月 山形県立米沢女子短期大学健康栄養学科を廃止 

平成30年４月 山形県立米沢栄養大学大学院を開設 

(7) 法人の基本的な目標 
地方独立行政法人法に基づき、大学を設置し及び管理することにより、豊かな教養に裏付けられた専門的な知識と技術・技能を身に付け、

広く社会で活躍する人材を育成するとともに、地域に根差した大学として真理の探究と知の創造に努め、もって地域ひいては社会全体の持

続的な発展に寄与することを目的とする。 

(8) 法人の業務 
① 大学を設置し、これを運営すること。 

② 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

③ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実績その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 

④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

⑤ 大学における教育研究の成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること。 

⑥ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 
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２ 組織・人員情報 

(1) 組織 「５ 運営組織図」のとおり 

 

(2) 役員（令和６年４月１日現在） 
   役員の定数は、山形県公立大学法人定款第８条に定めるところにより、また、役員の任期については、第12条に定めるところによる。 

役職 氏名 任期 職業等 

理事長 阿  部  宏  慈 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 山形県立米沢栄養大学学長・山形県立米沢女子短期大学学長（重任：令和２年４月１日～） 

理 事 大 和 田  浩  子 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 山形県立米沢栄養大学健康栄養学部長 

理 事 金  光  秀  子 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 山形県立米沢栄養大学学生部長 

理 事 松  井  真  人 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 山形県立米沢女子短期大学副学長 

理 事 小  池  隆  太 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 山形県立米沢女子短期大学学生部長 

理 事 渡  辺  博  幸 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 山形県公立大学法人事務局長 

理 事 加  藤  英  樹 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 公認会計士 

理 事 清  野  一  晴 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 河北町代表監査委員  

監 事 高  石  宏  典 令和５年８月10日 ～ ※ 公認会計士  

監 事 羽 生 田     智 令和５年８月10日 ～ ※ 弁護士 

    ※ 令和８年度についての財務諸表承認の日まで 

 

(3) 教員数（各年４月１日現在）                                              （単位：人） 

区分 

R2 R3 R4 R5 R6 

栄養大 米短大 
実数計 

(兼務除き) 
栄養大 米短大 

実数計 

(兼務除き) 
栄養大 米短大 

実数計 

(兼務除き) 
栄養大 米短大 

実数計 

(兼務除き) 
栄養大 米短大 

実数計 

(兼務除き) 

正職員 

教 授 13 18 30 12 17 28 12 17 28 12 17 28 12 16 27 

准教授 - 12 12 - 13 13 - 12 12 - 12 12 - 13 13 

講 師 3 2 5 2 3 5 4 3 7 4 2 6 4 2 6 

助 教 - - - - - - - - - - - - - - - 

助 手 5 - 5 4 - 4 3 - 3 5 - 5 4 - 4 

合計 21 32 52 18 33 50 19 32 50 21 31 51 20 31 50 

 

(4) 職員数（各年４月１日現在）                       （単位：人） 
区分 R2 R3 R4 R5 R6 

事務局長 1 1 1 1 1 

正職員 

法人採用職員 5 5 4 6 6 

県派遣 12 12 12 10 11 

計 17 17 16 17 18 

臨時・非常勤職員 17 16 17 15 16 

合計 35 34 34 33 35 
 

2



３ 審議機関情報（令和６年４月１日現在） 

(1) 経営審議会 
氏名 任期 職業等 

阿  部  宏  慈 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事長 

大 和 田  浩  子 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

金  光  秀  子 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

松  井  真  人 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

小  池  隆  太 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

渡  辺  博  幸 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

加  藤  英  樹 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

清  野  一  晴 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

宮  原  博  通 令和５年４月１日 ～ 令和７年３月31日 (株)和のくらし文化研究所代表取締役 

黒  田  三  佳 令和５年４月１日 ～ 令和７年３月31日 人材育成アカデミーローズレーン代表 

 

(2) 教育研究審議会（米沢栄養大学） 
氏名 任期 職業等 

阿  部  宏  慈 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事長 

大 和 田  浩  子 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

金  光  秀  子 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

清  野  一  晴 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

成  田  新 一 郎 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 大学院健康栄養科学研究科長 

吉  田     歓 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 附属図書館長 

安  部  貴  洋 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会委員長 

吉  池  信  男 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 青森県立保健大学理事長・学長 

熊  谷  岳  郎 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 山形県立保健医療大学理事・事務局長 

 

(3) 教育研究審議会（米沢女子短期大学） 
氏名 任期 職業等 

阿  部  宏  慈 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事長 

薗  部  寿  樹 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

松  井  真  人 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

清  野  一  晴 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 理事 

吉  田     歓 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 附属図書館長 

西  川  友  子 令和６年４月１日 ～ 令和８年３月31日 自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会委員長 

黒  田  充  紀 令和５年４月１日 ～ 令和７年３月31日 山形大学工学部長 

結  城  章  夫 令和５年４月１日 ～ 令和７年３月31日 学校法人富澤学園理事長 
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４ 学生に関する情報 

（1） 米沢栄養大学 
① 定員数及び在籍者数（各年５月１日現在）                                                   （単位：人） 

区分 

R2 R3 R4 R5 R6 

定員 
在籍学生数 

（充足率：％） 
定員 

在籍学生数 

（充足率：％） 
定員 

在籍学生数 

（充足率：％） 
定員 

在籍学生数 

（充足率：％） 
定員 

在籍学生数 

（充足率：％） 

健康栄養学部 168 172（102.4） 168 173（103.0） 168 172（102.4） 168 173（103.0） 168 178(106.0) 

大学院（修士）   6   5（ 83.3）   6   5（ 83.3）   6   5（ 83.3）   6   5（ 83.3） 6  5( 83.3) 

 

② 出身地別学生数（令和６年５月１日現在）           （単位：人） 

 １年 ２年 ３年 ４年 合計 割合（％） 

健康栄養学部 

県内 24 23 22 19 89 50 

県外 22 20 21 26 89 50 

総数 46 43 44 45 178 100.0 

大学院（修士） 

県内  2 - - 2 40 

県外 2 1 - - 3 60 

総数 2 3 - - 5 100.0 

 

（2） 米沢女子短期大学 
① 定員数及び在籍者数（各年５月１日現在）                   （単位：人） 

区分 定員 
在籍学生数（充足率：％） 

R2 R3 R4 R5 R6 

国語国文学科 200 236（118.0） 191（ 95.5） 190（ 95.0） 203（101.5） 205（102.5） 

英語英文学科 100 118（118.0） 103（103.0）  99（ 99.0） 100（100.0） 89（ 89.0） 

日本史学科 100 116（116.0） 119（119.0） 114（114.0） 105（105.0） 95（ 95.0） 

社会情報学科 100 117（117.0） 110（110.0） 113（113.0） 110（110.0） 110（110.0） 

合計 500 587（117.4） 523（104.6） 516（103.2） 518（103.6） 499（ 99.8） 

 

② 出身地別学生数（令和６年５月１日現在）                     （単位：人） 

区分 
１年 ２年 

合計 
割合 

（％） 国文 英文 日本史 社会 小計 国文 英文 日本史 社会 小計 

県  内 27 10 10 36 83 39 19 14 30 102 185 37.1 

県  外 74 28 29 24 155 65 32 42 20 159 314 62.9 

総  数 101 38 39 60 238 104 51 56 50 261 499 100.0 
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５　運営組織図
令和６年４月１日
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Ⅱ 全体評価 

１ 業務の実施状況 

(1) はじめに 
本業務実績報告書は、山形県立米沢女子短期大学が平成21年度から公立大学法人に移行したことに伴い、地域の自主性及び自立性を高めるため

の改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律附則第３条第３項の規定によりなお従前の例によることとされる同法第５条の規定による

改正前の地方独立行政法人法第78条の２第２項の規定に基づき、各事業年度における業務の実績について、山形県公立大学法人評価委員会の評価

を受けるため、自己評価を行った結果を取りまとめたものである。平成26年度に山形県立米沢栄養大学を開学（平成30年度からは大学院（修士）

を開設）したことにより、両大学の結果を取りまとめている。  

 

(2) 業務の全体的な実施状況 

全体的な実施状況は、94項目にわたる令和６年度計画達成目標中、以下のような結果であった。 

（Ｓ評価）年度計画を上回って実施している項目  …   7項目（ 7.4％） 

（Ａ評価）年度計画を十分に実施している項目   …  85項目（90.4％） 

（Ｂ評価）年度計画を十分には実施していない項目 …   2項目（ 2.1％） 

（Ｃ評価）年度計画を実施していない項目     …   0項目（ 0.0％） 

評価Ａ以上の項目が92項目（97.9％）であり、全体として年度計画どおりの取組みが行われ、一定の成果を上げることができたと考えられる。 

 

(3) 業務運営にあたって 
① 組織運営・活動 

・ 令和６年度は、法人移行後15年、米沢栄養大学（以下「栄養大」という。）開学後10年をそれぞれ経過した年であり、理事長のリーダーシッ

プのもと、学内外の理事、各委員会が中心となって効果的な組織運営に努め、教職員一丸となって業務に取り組んだ。 

・ 事業計画や事業実績、予算、決算、規程の制定・改廃等の法人の経営に関する重要事項については、大学運営の中心的役割を果たす審議機関

である｢経営審議会｣を４回、両大学の教育研究に関する重要事項については、栄養大及び米沢女子短期大学（以下「米短大」という。）の「教

育研究審議会」をそれぞれ４回開催し、学外理事・学外委員を交えて幅広い視点から審議を行った。 

・ １法人２大学制のメリットを活かすため、栄養大及び米短大の連携を重視し、各委員会活動において合同で事業を実施する等、機能強化と効

率的な業務運営に努めた。 

② 中期計画・年度計画 

・ 第３期中期計画に関しては、中期計画推進委員会を中心に法人と各大学の現状と課題を整理しながら、県が定める中期目標の実現に向けた方

向性の検討と中期計画に基づく年度計画の着実な実施に取り組んだ。 

・ 年度計画の実行及び進捗管理にあたっては、両大学の学部・各学科において主体的に取り組むとともに、次の各委員会が所掌する事項を調

査・検討しながら事業を活発に行うことで、取組みの一層の推進を図った。 

【法 人】倫理委員会、ハラスメント対策委員会、動物実験委員会、遺伝子組み換え実験安全委員会 

【栄養大】自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会、入試委員会、教務学生委員会、教職課程委員会、キャリア支援委員会、大学院研究科委員会、 

利益相反管理委員会、業績評価検討委員会、図書館情報委員会、地域連携・研究推進センター運営委員会 
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【米短大】自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会、入試委員会、教務委員会、学生委員会、教職課程委員会、キャリア支援委員会、 

図書館情報委員会、生活文化研究所運営委員会 

③ 学内環境 

 ・ 大学の施設設備や機器、備品、図書・資料等について適切な維持管理に努め、教育環境の向上を図った。 

・ 教職員だけでなく学生の意見を法人経営や大学の教育研究に反映させるべく、理事等と学生との懇談会や「学生の声」アンケート（年２回）

を実施し、学生の自由闊達な意見を広く集め、その意見を参考にしながら学内環境及び運営の改善に努めた。 

 

(4) 主な業務の取組み 
① 教育研究等の質の向上 

＜教育・研究＞ 

・ 両大学の内部質保証専門部会を中心に「自己点検及び評価のガイドライン」を策定のうえ、自己点検・評価の実施体制を構築し取り組みを開

始させた。また、栄養大では、学生が行った自己評価を教員が把握し学生に還元できる「学修成果自己評価システム」の本格運用を開始すると

ともに、米短大では、アンケートフォームを活用した「教育内容・成長実感に関する年度末アンケート」の実施に向け、自己評価項目を設定し

た。 

・ 学生の声を授業にフィードバックするため、集中講義を含めて「授業評価アンケート」を前期及び後期に実施するとともに、教員を対象とし

た「授業改善研修会」を行う等、大学全体として教育内容の充実に努めた。 

・ 栄養大大学院では、少人数教育の強みを活かし、研究計画発表会や中間発表会、修士論文公開発表会等の機会を利用して他領域の研究科教員

から学生の研究活動に対して広く助言を行うなど、栄養に関する高度人材育成に努めた。また、オンライン授業の採用や平日夜間や土曜日に授

業を設定するなど、社会人を含む学生が様々な制約にとらわれることなく授業を履修し、研究に取り組むことができるよう配慮した。 

・ 本学独自の「戦略的研究推進費」により外部資金獲得を目指す教員の研究活動に資金的支援を行ったほか、研究倫理コンプライアンス研修の

開催、科研費申請の最新動向に関する動画や外部研究助成金公募についての情報提供を通じ、教員の意識向上と研究活動の推進を図った。 

・ 地域連携・研究推進センターにおいて、シーズ集を作成のうえホームページで公開し、自治体・企業等からの受託研究や共同研究等の拡大と

外部資金の獲得及び地域への貢献の促進を図った。 

＜学生の確保・支援＞ 

・ 大学説明会や高校訪問、学生特使、オープンキャンパス、ＳＮＳを活用した広報活動を実施するなど、学生の確保に努めた。米短大では、新

入生アンケートの結果を踏まえ、高校（教員）への情報提供を重要視して広報活動を行ったほか、東北六県と新潟県の入学・志願実績校や、比

較的アクセスが良く人口規模の大きい宇都宮市を中心としたエリアを訪問し、アピールを強化した。 

・ ４月に在学生による新入生との対面型イベント「雑談ラウンジ」（両大学の学生約200名参加）を開催した。新たに教員や地域の社会人も加

わり、履修相談や進路相談のみならず、アルバイトや防犯等の米沢での学生生活に関する情報交換を行い、新入生の不安解消に努めた。 

・ 近隣スーパーの閉店に伴い学生の買い物が困難になったことを受け、市内業者の協力のもと、学内で食料品を購入できる環境を整え、学生の

利便性向上を図った。 

・ 栄養大のキャリア支援として、就職事前準備講座や公務員講座、キャリア支援センター職員による個別相談、面接練習など、学生の希望に応

じたきめ細かな支援を実施した結果、５年連続で就職率100%を達成した。 

 

・ 栄養大では管理栄養士資格取得に向け、休日の自習室の開放、外部講師による研修会の開催、模擬試験の実施、必要に応じて再試験や個人面
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談を行ったほか、教員や保護者に模試の成績を共有する等の新たな取組みも実施し、支援の充実に努めた。 

・ 米短大のキャリア支援として、面接練習、進路相談会、各種講座の開講、学内における合同企業説明会の実施、就職に有利な資格取得支援、

オンラインを活用した相談対応など、学生の進路希望に応じたきめ細かな支援に努めた結果、就職率は95.0％であった。 

・ 編入学指導について、専任の編入学指導員による小論文と英語の指導を継続して実施するとともに、６～10月には小論文の指導日を週２日か

ら３日に拡大して対応するなど指導の充実に努めた結果、編入学希望者における編入学率100%を達成した。 

＜地域貢献＞ 

・ 地域で活躍する人材を育成するため、臨地実習施設訪問を行うとともに、合同企業説明会参加企業に対し、アンケートによる地域の人材ニー

ズ調査を行った。また学生の県内企業への認知を高めるため、県内企業見学バスツアーや、県内企業に就職したＯＧの話を聞く会を実施した。 

・ 栄養大では、自治体からの各種相談への対応や連携事業の実施のほか、「やまがた健康フェア」への参画や、県と連携した「減塩・ベジアッ

ププロジェクト」事業における小学生の減塩教育への取組みなどを通じ、県民の健康づくりに貢献した。また、米短大では、連携協定を締結し

ている高校からの受講生受入れや、依頼があった高校での模擬講座実施など、高大連携の推進と地域教育への貢献に努めた。 

・ 開かれた高等教育機関として、大学紀要や学術機関リポジトリによる公開を通じて教員の研究成果を広く発信するとともに、公開講座や出前

講座を実施し、地域に多様な学習機会を提供した。また、米短大では新しい生涯学習・リカレント教育の一環として令和５年度後期から開始し

た聴講生制度を拡充し、令和６年度は前期からの実施とした。 

・ 令和５年度から引き続き「米沢市映えcaféオープンプロジェクト」（両大学の学生61名参加）を実施し、駅前商店街や行政等と連携しながら

フィールドワークや商品開発等の事業を提案・実行した。 

＜国際交流＞ 

・ 「米沢市映えcaféオープンプロジェクト」の学生による「３Ｅカフェ」（外国出身者11名、地域住民８名、両大学の学生31名が参加）を開催

し、栄養大生による国際色豊かなフードの提供やイベントの運営により相互に交流を深めた。 

・ 栄養大では、「公衆栄養学」の授業において海外で栄養改善活動の経験を有する管理栄養士の講話を聞く機会を設けた。米短大では、コロナ

禍で開講が見送られていた「異文化理解実習」を再開した。実施にあたっては、できるだけ多くの学生が参加できるよう単位数や旅行期間の見

直しを図った結果14名の学生が参加した。 

② 業務運営の改善及び効率化 

・ 法人の経営及び両大学に共通する運営の重要事項を検討・協議するために、学内役員による法人役員会議を定期的に開催し、理事及び管理職

の情報共有を図った。 

・ 学内外の委員の多様な意見による審議の活性化と事務の効率化を図るため、経営審議会と両大学の教育研究審議会を合同で開催した。 

・ 教職員を対象に、研究活動におけるコンプライアンスや授業改善、大学評価（短期大学認証評価）、生成系ＡＩなどの様々なテーマでＳＤＦ

Ｄ研修を実施し、高等教育機関の教職員として必要な能力の向上に努めた。 

・ 両大学の教育研究活動の質的向上を目指して全教員に業績評価を実施し、前年度の評価において特に優れた業績の教員に対し、特別研究費の

交付を行った。 

・ 設立団体派遣職員から法人採用職員への切替えを図るとともに、法人採用職員による自主的・継続的な研修の機会提供及び支援を実施し、法

人の業務執行に必要な専門性の向上と人材育成に努めた。 
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③ 財務内容の改善 

・ 研究倫理コンプライアンス研修会の開催や、外部資金獲得に関する学外研修会の案内を共有したほか、学外の各種資金支援制度について周知

を図るなど、外部資金獲得に有益な情報提供と積極的な活用を呼びかけた。 

・ 授業料、入学料等の支払い状況を把握し、支払い遅延者に対して適切な督促・指導を継続的に行った。 

・ 教育、研究、地域貢献、学生支援、施設整備等に充てることを目的とした法人基金について、法人の同窓会組織を通じて募集の周知を行った。 

④ 自己点検、評価及び情報の提供等 

・ 令和２年度に受審した「認証評価」の受審結果を受け、令和５年度に制定した「内部質保証に関する方針」に基づき、両大学の内部質保証専

門部会を中心に自己点検及び評価のガイドラインや項目等を作成し、自己点検・評価を実施する取組みを開始させた。 

・ 法人運営の透明性を確保するために、財務諸表や事業報告書、年度計画に基づく自己評価結果、審議会の議事録等の法人情報をホームページ

で公表した。 

・ 大学の特色や魅力を発信するため、大学案内を作成するとともに、ホームページやＳＮＳ等を活用し、学内外の取組みの積極的かつ速やかな

情報発信に努めた。また、ホームページをリニューアルし、セキュリティや機能、掲載コンテンツの充実を図った。 

⑤ その他の業務運営 

・ 安全衛生管理規程に基づき、衛生委員会の開催や職場巡視を行い職場環境の改善を図るとともに、健康診断やストレスチェックの実施により、

教職員の心身の健康管理を適切に行った。 

・ 大学周辺で発生した不審者事案や熊の目撃情報については、LINEにより迅速に学生に周知するとともに、米沢警察署と連携し速やかに対応し

た。また、全学生・教職員参加による消防訓練を実施し、災害や事故・犯罪の発生による被害の未然防止に努めた。 

・ ハラスメントの防止に向けて、新任者研修や教授会の場などを活用して教職員の意識啓発に努めるとともに、関係法令等の周知を図った。 

 

２ 財務その他の状況 

財務については、適正な予算の運用を常に意識しながら、業務の効率化を図るとともに経費の節減に努めた。 

また、予算の執行状況及び現預金残高を定期的に確認のうえ年間の資金計画を策定し、余剰金を短期の譲渡性預金で運用するなど、適正な予算管理、

資金管理に努めた。 

 

３ その他   

なし。 

9



Ⅲ 項目別実施状況 

大項目 第２の１ 山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  

中期目標 

１ 教育に関する目標 

（１）教育の内容及び成果 

「少人数教育」の利点を生かし、少子高齢化社会の到来、人々の価値観の多様化、食料自給の低下による食を取り巻く環境の国際化

等、社会の変化に的確に対応した栄養に関する教育を推進するとともに、育成すべき人材像を全ての教員が共有し全学的な教育を展開

することにより、国際的な視野を持ちながら地域において食を通した健康づくり等を担うことができる人材を育成する。 

① 学部教育 

   地域と関わりながら、豊かな人間性と幅広く深い教養と知識の上に、栄養に関する高度な専門知識と専門技術を身に付けた人材を

育成する。 

 ② 大学院教育 

外部との連携、協働を推進しながら、健康づくりや医療、福祉等の現場において、栄養に関するより高度な専門的知識、実践的能

力を有するとともに、研究調査にも精通し、指導的役割を発揮する人材や、地域の栄養課題や食文化を熟知し、地域の栄養課題解決

を担う教育者・研究者を養成する。 

（２）教育実施体制の充実 

① 教員の配置 

教育研究の進歩や時代の動向、地域や学生のニーズに柔軟に対応した教育を実施するため、適切な教員の配置を図る。 

② 教育環境 

学生に良好な環境で質の高い教育を提供するため、施設設備、資料等の計画的な整備及び長期的な視点に立った維持管理により、

教育環境の向上を図る。 

（３）学生の確保 

大学の特色、求める学生像、その他入学者の選抜に関する情報の積極的な発信及び高大連携の取組の推進等により、今後18歳人口が

急速に減少する中でも、県内出身者をはじめとする志願者を確保し、大学が求める資質と能力を有する優秀な学生の確保を図る。ま

た、現場で働く社会人が大学院において高度な教育を受け、研究が行えるよう、時間や場所を選ばずに学べる履修環境の整備及び情報

発信に努め、積極的な受入れを図る。 

（４）学生支援の充実 

① 学修支援 

学生が自信と意欲、目的を持って学修に取り組めるよう、適切な評価に努め、学生一人ひとりの学修目的及び習熟度に応じた学修

支援の充実を図る。 

② 生活支援 

学生が心身ともに充実した大学生活を送ることができるよう、生活全般に対する支援の充実を図る。 

③ キャリア支援 

地域で多様に活躍できる管理栄養士を養成するため、早い段階から社会的・職業的自立に向けた体系的なキャリア教育を展開し、
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また、学生個々の希望に応じた、就職や国家資格取得のための支援を行う。 

２ 研究に関する目標 

（１）研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信 

県民の健康で豊かな暮らしの実現に寄与するため、栄養学及び関連領域の学問を通じて、健康に資する実践的な研究を志向する。さ

らに学内外との共同研究、地域の課題解決に資する研究等を推進するとともに、その研究成果が地域で有効に活用されるよう、積極的

に情報を発信する。 

（２）研究実施体制の充実 

研究活動を促進するため、教員の研究成果に対する適正な評価を行い、その評価結果を活用することにより、研究実施体制の充実を

図る。 

３ 地域貢献に関する目標 

（１）地域で活躍する人材の輩出 

地域が求める人材像を把握し、教育課程やキャリア支援に反映させることにより、地域で活躍する人材の輩出に努める。また、管理

栄養士の活躍の場の拡充に努め、関係機関とも連携して県内就職の促進を図る。 

（２）地域社会への参画 

ボランティア活動や地域活性化に向けた取組への参加等、課外活動を含む学生の地域社会への参画を支援することにより、学生の地

域理解を醸成する。 

（３）教育研究成果の地域への還元 

地域連携・研究推進センターの活動を通じ、栄養と健康に関するシンクタンク機能を発揮し、行政、他の教育・研究機関、県内企業

等との連携を図り、教育研究の成果を地域に還元する。 

（４）他大学との連携 

大学の有する知的資源のより効果的な活用、情報発信及び高校生の県内進学の促進を図るため、大学コンソーシアムやまがたへの積

極的な参画により単位互換に取り組むなど、他大学との連携を推進する。 

（５）高等学校等との連携 

高校生等の学習意欲の喚起や進路選択に資するため、県内高等学校等との連携を推進する。 

（６）県民への学びの機会の提供 

公開講座や栄養関係者のリカレント教育を目的とした研修会等、地域のニーズに合わせた学びの機会を充実することで、社会人の学

び直しを促進する。 

４ 国際交流に関する目標 

国際的な視野を持ち活躍できる人材を育成するため、海外の情報の収集を積極的に行い、その成果の活用や、海外の教育機関等との交

流を通じて、国際化に対応した教育研究を展開する。 
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令和６年度　年度計画業務実績報告

第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第２　山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　教育に関する目標を達成するための措置

(1) 教育の内容及び成果

①学部教育

ア　教育目標を達成するため、管理栄養士・栄養士養成のための
栄養学教育モデル・コア・カリキュラムを参考としつつ、教育課
程・教育内容の検討を継続的に行う。
※栄養学教育モデル・コア・カリキュラム
管理栄養士・栄養士養成のための教育において共通して取り組む
べきコアとなる内容を抽出し、各養成施設におけるカリキュラム
作成の参考となるよう学修内容を列挙したもの（日本栄養改善学
会作成）。

ア　栄養学教育モデル・コア・カリキュラムを参考とした各分野
の学修目標の達成状況を学生が自ら整理・点検できるよう、修学
ポートフォリオの改善を図る。

ア　令和５年度まで栄養教育論分野の専門科目として開講していた「栄
養カウンセリング演習」について、授業内容を従来のカウンセリングに
特化したものから栄養教育分野における幅を広げた内容に見直しを行
い、科目名も「栄養教育論演習」と変更した。
　令和５年度に構築・試行した「学修成果自己評価システム」につい
て、令和６年度より本格実施することとして各学年に展開、４月のガイ
ダンスで２～４年生に入力を促し、その結果を教務学生委員会及び学科
で共有した。令和７年度以降は個人別の回答がどのように経年変化して
いくかも分析し、教育改善につなげていく。

Ｓ

イ　学生の成績評価や単位認定、進級・卒業判定について、より
公正かつ適正に判断できるよう不断に検証し、必要に応じて改善
を加える。

イ　「ＧＰＡ値分布図」の活用について、学生の実態を把握し、
改善点を検討し、見直しを図る。
　また、各授業の到達目標の意義を学生が十分に理解でき、自己
の学修の成果を客観的にかえりみることができるような評価基準
を明示しているか、シラバスの検証、改善を行う。

イ　ＧＰＡ値分布図を学務システム内に掲示することで、学生が学科に
おけるおおよその順位や位置づけを確認できるようにしている。特に給
付型奨学金対象者に対しては、自分の学修状況が適切であるかの確認に
活用するよう促している。
　また、シラバスの到達目標の記載について、学生を主語とし、どのよ
うな知識・技能などを修得できるか具体的な内容を記載するよう改善し
た。さらに、試験における学生の不正行為防止を強化するために、試験
監督マニュアルの共通化を行い、後期試験より導入した。成績評価につ
いては、成績公表日から起算した期限内に、学生からの問合せが２件
（前期０件、後期２件）あったが、成績訂正は０件であった。担当教員
が丁寧に説明したことにより、異議申立てはなかった。

Ａ

ウ　学生が授業に主体的に参加し授業内容を深く理解できるよ
う、対話・討論等、双方向的な授業形態を発展させるとともに、
実習・演習の充実など、少人数教育の利点を活かした学習指導に
より高い教育効果を得ることができるよう、教育方法の改善を図
る。

ウ　学生が主体的に授業に参加するために、講義内でのグループ
ワークや討論、実験・実習等での共同作業を充実させる。
　また、各教員が授業評価アンケート等を活用し、高い教育効果
が得られる講義であったかを検証し、改善を図る。

ウ　学生が主体的に授業に参加するために、講義内でのグループワーク
や討論、実験・実習等での共同作業を充実させた。
　また、授業評価アンケート等については、各教員が高い教育効果が得
られる講義であったかを検証することで、改善につなげていく。

Ａ

エ　学生に対して実施する授業評価アンケートから得られた情報
を基に、授業改善につなげるとともに、学生の回答を実質的なも
のとするために、調査時期、頻度を含めて不断に検証する。

エ　全開講科目において「授業評価アンケート」を実施し、その
結果を各教員に配付するとともに、次期授業の改善に努める。
　また、回答率をもとに実施時期や方法等を検討するとともに、
R4年度に変更した質問項目や文言等が適切であったかを確認す
る。

エ　全開講科目において「授業評価アンケート」を実施し、前期89.2%、
後期85.0%の回答率であった。前期集中講義の回答率が低かったことから
実施方法等を検討し、後期集中講義においては学生への回答の呼びかけ
を積極的に行った結果、回答率は95.7%であった。学生へのアンケートの
結果を各教員に配付するとともに、次期授業の改善に努めるように依頼
した。

Ａ

②大学院教育

ア　大学院における教育研究活動の充実とその水準の向上に向
け、外部機関との連携・協働の在り方について検討を進める。

ア　大学院教員の資質向上を図る研修を実施するとともに、研究
科全体の教育研究水準の向上のため、健康栄養科学系の研究科を
有する他大学院をはじめとした外部機関との間で連携・共同に向
けた情報交換を積極的に行う。
　また、学生が主体的に学修、研究を行うことのできる環境の整
備など、教育研究の充実に向けた取組みを進める。

ア　大学院固有のＦＤとして、大学院担当教員である小原仁教授による
「病院における管理栄養士による臨床研究の実際」と題した講演を10月
に大学院研修会として実施し、病院管理栄養士の研究環境や実際に実施
された最新の臨床研究について議論した。
　また、学生がカリキュラムの全体像を把握し、体系的な履修を促すた
めに、カリキュラムマップを作成するとともに、学生が主体的に学修・
研究を行えるよう、専門図書の購入等、教育研究の環境整備を図った。

Ａ

　豊かな人間性と、幅広く深い教養と知識のうえに、栄養に関する高度な専門知識と専門技術を身に付けた国際的な視野を有する人
材を育成する教育を全教員の共通認識のもと展開する。
　また、教育の成果として、地域の栄養政策を牽引できる管理栄養士や学校における食育推進の中核的な役割を担う栄養教諭を輩出
するなど、保健・医療・福祉・介護など、県内各界において食を通じた健康づくりを担い、広い視野を持ち活躍する人材を養成する
ため、教育に関する諸分野において、以下に掲げる計画を着実に実行する。

　外部との連携、協働
を推進しながら、健康
づくりや医療、福祉等
の現場において、栄養
に関するより高度な専
門的知識、実践的能力
を有するとともに、研
究調査にも精通し、指
導的役割を発揮する人
材や、地域の栄養課題
や食文化を熟知し、地
域の栄養課題解決を担
う教育者・研究者を養
成する。

　栄養に関するより高度な専門知識と専門技術を身に付け、医療・福祉・介護などの現場で指導的役割を果たす人材や、行政・研究
機関等で栄養に関する施策の推進や地域の栄養課題の解決に貢献する人材、管理栄養士等を養成する施設において指導を行う人材を
育成するため、教育研究に関する諸分野において、以下に掲げる計画を着実に実行する。

第３期 中期目標

　地域と関わりなが
ら、豊かな人間性と幅
広く深い教養と知識の
上に、栄養に関する高
度な専門知識と専門技
術を身に付けた人材を
育成する。
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

イ　教育目標を達成するため、地域の栄養課題や食文化への理解
を深めながら、栄養に関する知識や技術とその活用方法を学生が
十分に修得できるよう、事例などを用いた討論等による演習や、
インターンシップ等の手法による教育を取り入れる。
　また、質の高い研究の確保と栄養に関する幅広い視野を養成す
るため、学生の研究テーマに精通した研究指導教員による指導の
ほか、全ての教員から助言を受けやすい指導体制を推進する。

イ　地域の栄養課題を踏まえつつ、学生の要望・資質を十分に考
慮した研究課題を選定し、学生の主体的な研究活動を指導してい
く。研究指導には主・副研究指導教員の他、必要に応じ他領域の
教員が助言できる体制を継続するとともに、学生の学修状況や成
績評価結果を研究科教員全員で共有し、少人数教育を活かした個
別指導を実施する。インターンシップ等の手法による教育を拡充
するための方策について、過年度の実施状況等を参考にしながら
研究科委員会において協議を進める。少人数の学生を対象とした
グループワーク等の教育方法のあり方については、外部機関との
連携・協働の可能性も含めて情報収集を行う。
　また、授業や研究において、優れた研究文献や欧米の文献など
を積極的に取扱うとともに、学生を学会等に参加させるなど、新
しい知見の修得や最新の研究動向を押さえて学修・研究できるよ
うな環境整備に努める。

イ　地域の栄養課題を踏まえながら、それぞれの学生の要望等を十分考
慮して研究課題を選定した。また、院生１名に対し２名（主・副）の研
究指導教員を配置し、院生の主体的な研究活動を指導するとともに、必
要に応じて他領域の教員が助言していく体制を継続した。さらに、研究
科委員会において、教員間で学生の学修状況等の情報共有を図りなが
ら、発表や質問・意見に対する議論を取り入れた少人数教育体制を活か
したインタラクティブな教育を実践した。
　グループワーク等の教育方法のあり方については、他大学院等と情報
交換を行い、連携・協同の可能性も含めて議論するとともに、学生によ
る授業評価アンケートの結果を参考に検討し、令和７年度以降の授業方
法の改善に反映させることとした。授業や研究においては、優れた研究
文献等を積極的に取扱うように努めるとともに、第51回山形県公衆衛生
学会で研究成果を発表させるなど、新たな知見の修得等ができるよう配
慮した。

Ａ

ウ　長期履修生制度の活用や遠隔授業の実施など、社会人学生で
も学びやすい環境の整備に向けた取り組みを進める。

ウ　学生の学修環境に応じ、土曜日の授業開講や遠隔授業の実
施、長期履修制度の活用など、柔軟な対応を継続する。開講日時
や遠隔授業の実施方法については、学生の到達度や学生による授
業評価などを参考にしながら教育効果の分析を行い、社会人学生
に配慮した授業のあり方への改善を図る。

ウ　時間割の編成に当たっては、学生から事前に受講可能な日程を聴取
したうえで、オンラインでの授業や土曜日に授業を設定するなど柔軟な
対応に努めることにより、社会人学生が仕事と両立しつつ様々な制約に
とらわれることなく研究を継続できるように配慮した。令和６年度は社
会人として仕事と両立しつつ研究を継続してきた学生３名に対して、修
士論文審査と試験を経て修士の学位を認定した。

Ａ

エ　学生の学位論文の審査を含む成績評価方法について、公正か
つ適正に行うことができるよう不断に検証し、必要に応じて改善
を加える。

エ　学位論文審査を含む成績評価について、公正、適正に行われ
ているか検証しながら実施する。

エ　修士論文の審査を適正に行うため、研究科委員会規程や要綱等の継
続的な点検を行った。また、講義毎に成績評価を集計し、研究科委員会
において共有し、その公正性と妥当性を検証した。 Ａ

(2) 教育実施体制の充実

①教員の配置

　教育研究の進歩や時
代の動向、地域や学生
のニーズに柔軟に対応
した教育を実施するた
め、適切な教員の配置
を図る。

　教育効果を最大限に発現できるよう、教員の資質や適性、学科
の人員数等を踏まえた適切な教員配置を行う。
　また、地域の特性を理解し活躍できる管理栄養士の養成に資す
る講義科目を開講し、必要に応じて外部有識者を効果的に活用す
る。

　各教員の専門領域や資質、適性を考慮のうえ、大学院の運営に
も配慮しながら、学生や地域のニーズに対応できる教員、外部講
師等の配置に努める。
　また、地域での農業体験を取り入れながら、山形の歴史や食文
化を学ぶ科目を開講する。実施にあたっては、地域特性に対する
理解を深めるため、地域で活躍する専門家を活用する。

　令和６年度は、令和７年度の適切な教員配置に向け、新たに公衆栄養
学領域の教員１名及び栄養教育論領域の教員１名の令和７年４月１日付
け採用に向けた公募手続きを進めた。また、助手については、年度当初
欠員を補充するための公募を実施し、令和６年11月１日付けで１名採用
した。このほか、退職予定者の状況等を踏まえ、令和７年10月１日付け
採用に向け、給食経営管理論領域の教員１名及び助手１名の公募を実施
している。引き続き、退職者の状況等を踏まえつつ、大学全体として教
育効果が最大限発揮されるよう、教員の適切な配置を図っていく。
　山形県の自然と風土、歴史及び現在の社会的課題と食文化の背景を学
ぶとともに、多彩で豊かな在来作物や伝統野菜、様々な行事に伴う郷土
料理など、地域に根ざした食の文化を学んだ。また、食材の生産課程や
地産地消を理解するため、地域住民と触れ合う機会を設けた農業体験授
業を実施した。

Ａ

②教育環境

ア　学生が本学に対して自由に意見を述べるための対話の場の設
置やアンケートの実施により、学生の意見を反映させた、より望
ましい教育環境の整備を進める。

ア　学生生活全般にわたる教育環境改善を目的に、学生が直接発
言することのできる機会として学生代表と理事等との懇談会を行
う。
　また、より多くの学生の意見や要望を聞くために専用のメール
アドレスを設け常時意見を受け付けるとともに、定期的に「学生
の声アンケート」を実施する。学生の意見や要望に関しては、関
係する委員会等と連携し、より望ましい教育環境の整備に努め
る。

ア　学生生活における教育環境改善を目的に学生代表と理事等との懇談
会を11月に行った。寄せられた意見・要望については、回答を作成して
掲示板やTeamsで開催報告として学生に周知した。
　また、より多くの学生の意見や要望を聞くために、「学生の声」専用
メールアドレスを設け常時意見を受け付けるとともに、集中受付期間と
して「学生の声アンケート」を実施した。専用メールアドレスには就活
や編入のガイダンス・講座に関する要望が1件（短大生）寄せられ、キャ
リア担当から学生に回答するとともに、掲示板等で学生に周知した。
「学生の声アンケート」では、前期７件の意見や要望が寄せられた。よ
り多くの学生の声を集めるために、投書箱の増設（栄養大掲示板前を追
加）と目立つ場所への配置を行った結果、後期は22件の意見や要望が寄
せられた。前・後期合計で29件に上り、対R5年度（8件）比3.6倍とな
る。意見や要望に対しては、関係する委員会と連携して内容・対策を検
討し、回答を掲示板やTeamsで学生に周知した。

Ｓ

イ　講義や実験実習を円滑かつ効果的に行うことができるよう、
情報機器、視聴覚機器、実験実習用備品等の適切な維持・管理に
努めるとともに、計画的な整備・更新を進める。特に、老朽化し
ている米沢女子短期大学との共有施設や設備の整備及び改修を計
画的に行う。

イ　視聴覚機器に関する定期的な点検、情報機器や演習・実習用
備品等を適宜更新するとともに、D301教室の視聴覚機器および学
寮の情報機器の更新等を行う。

イ　毎月１回、業者による視聴覚機器の定期点検を行い、不具合の改善
を実施したほか、ネットワークシステム、D301教室視聴覚機器の更新を
行った。
　また、共用施設である学寮の修繕計画に則り、窓のコーキングや居室
内の壁紙の貼替などを随時実施した。令和６年度は情報機器の更新、厨
房換気扇更新、敷地内舗装工事、洗濯機の更新を実施した。

Ａ

　外部との連携、協働
を推進しながら、健康
づくりや医療、福祉等
の現場において、栄養
に関するより高度な専
門的知識、実践的能力
を有するとともに、研
究調査にも精通し、指
導的役割を発揮する人
材や、地域の栄養課題
や食文化を熟知し、地
域の栄養課題解決を担
う教育者・研究者を養
成する。

　学生に良好な環境で
質の高い教育を提供す
るため、施設設備、資
料等の計画的な整備及
び長期的な視点に立っ
た維持管理により、教
育環境の向上を図る。
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

ウ　図書館について、電子書籍の活用も含めた収蔵図書やレファ
レンス資料の整備に努め、公立大学協会図書館協議会の一員とし
て他の図書館との連携強化による機能の充実を図り、学生や教職
員、地域住民が利用しやすい環境整備を進めるほか、土曜日の開
館を継続するとともに、開館時間や開館日について、不断に検証
を行い必要に応じて改善を図る。

ウ　電子書籍を含めた収蔵書籍の充実、ほかの図書館と連携した
相互貸借、土曜日開館、講義期間及び前期補講試験期間の開館時
間延長を継続し、学生及び教員、地域住民の利便性向上を図る。
　また、図書館内の環境整備については、アンケート等を実施し
て学内学外を問わず利用者の意見や要望を集約し、随時検討のう
え、必要に応じて対応する。

ウ　図書の購入については、新規に660冊を登録し、電子ジャーナル及び
洋雑誌は９種類を購入契約した。
　４月の授業開始から土曜日開館、５月から開館時間の延長を行い、学
生、教員、地域住民の利便性を図っているほか、学生、教員に対して、
レファレンスや文献複写の相談をメールで対応し、来館せず利用できる
ようにしている。
　また、栄養大並びに米短大の図書館情報委員会を合同で３回開催し、
課題を共有したほか、図書館内の環境整備を図るため、利用者の声を、
①意見箱の設置（意見なし）、②学外利用者向けアンケート（６月～11
月実施、５件）、③「学生の声ノート」の設置により集約した。
　さらに、学生に対して図書館の利用頻度、利用状況、要望、意見等を
聞くアンケートをオンラインで新たに実施し、117人の学生から回答が
あった。

Ａ

(3) 学生の確保

ア　年度計画において入試形態ごとの志願者倍率の目標を設定
し、大学のアドミッション・ポリシーに合致した学生を確保す
る。

ア　県内出身者をはじめとする志願者の確保に向け、以下の方策
に取り組み、次の入試形態ごとの目標を達成するよう努める。
　・一般選抜
　　　志願者倍率　４.３倍
　・学校推薦型選抜(社会人選抜を含む)
　　　志願者倍率　１.９倍

ア　学校推薦型選抜は志願者倍率1.6倍、一般選抜の志願者倍率3.8倍で
目標を下回ったものの、一般選抜では志願者数が令和４年度及び令和５
年度より増加した。合格者の平均点は令和５年度と同程度であり、アド
ミッションポリシーに合致した学生を確保できた。目標が達成できな
かった要因としては、継続的な高校３年生人口の減少、生活科学系学部
系統の志望者の減少等が考えられる。令和７年度以降の入試制度や広報
に活かすため、志願者数が伸びなかった背景や要因の分析と対応策の検
討を行う。

Ａ

イ　入試状況や入学者の追跡調査結果等の分析とともに、志願者
確保のための広報活動について不断に検証を行い、入試制度全般
にわたり改善を図る。

イ　アドミッション・ポリシーを踏まえた上で、在学中のＧＰ
Ａ、卒業時の国試合格率等、入試形態との関連性の分析を行うと
ともに、入学者アンケートや卒業生アンケートの結果を整理しな
がら、入試制度や広報活動について引き続き検証を行う。
　また、令和７年度大学入学共通テストの改革に伴う入試制度の
変更事項について、学生募集要項の修正や各種進路ガイダンスに
おける入試説明で確実に正確な情報発信をできる体制づくりを行
う。

イ　国家試験合格状況及び入学後のＧＰＡと入試形態との関連を調べ、
入試区分ごとの国試合格率及びＧＰＡに大差はないことを確認した。新
入生アンケートの結果から、大学ホームページや大学案内、高校教員か
らの情報提供が入試広報のうえで重要であることを共有した。
 また、新学習指導要領に対応した令和７年度入学者選抜で課す大学入学
共通テストの利用科目等の変更に伴う学生募集要項の修正を行い、各種
進路ガイダンスの入試説明等で正確な情報発信を行うとともに、学校推
薦型選抜の合格者に課す入学前学習プログラムについて、新学習指導要
領に対応した課題設定に変更した。

Ａ

ウ　高校訪問の実施や説明会の開催のほか、高等学校との連携を
強化することにより、過去３年間の県内志願者数の平均を上回る
よう、県内志願者の確保に努める。

ウ　県内高等学校の進路指導担当教員を対象とした説明会の開催
や高校訪問を実施するとともに、各高校や企業が実施する模擬授
業や大学説明会に参加するなど、積極的に高等学校との連携強化
に努める。実施にあたっては、県内を中心としながらも、東北地
方も視野に入れ、志願者の確保に努める。併せて、長期休業期間
中に学生特使を出身校に派遣する。

ウ　県内高等学校の進路指導担当教員を対象とした説明会を開催し、24
校の参加があった。また、高校での模擬授業６校（県内６）、大学説明
会10校（県内７、県外３）、業者主催の進学ガイダンスに14回（県内
10、県外４）、県教育局主催の地元大学進学促進セミナーに２会場参加
し、さらに10校（県内１、県外９）への高校訪問と、夏季休業中の学生
特使の派遣を４件実施した。
　上記のうち、業者主催の進学ガイダンスは福島県の会場に４回参加し
たほか、新潟県の高校９校に高校訪問を実施することで、令和５年度に
志願者の少なかった福島県、新潟県の高校にアプローチを図り、志願者
確保に努めた。

Ａ

エ　大学ホームページや大学案内、オープンキャンパス等による
広報活動を強化するとともに、関係機関・団体との連携を図り、
栄養のプロフェッショナルを育成する本学の特色をアピールする
ことにより、優秀な学生の確保に努める。

エ　オープンキャンパスの内容について、前年度の参加者アン
ケートや高校側の要望等を踏まえながら、内容・開催時期につい
てプログラミングを行い、年２回実施する。
　また、入試広報の重要な情報発信媒体であるホームページや大
学案内について、外部のWebページへの結びつけや資料発送等を
活用して、より多くの受験生に閲覧してもらえるよう努める。併
せて、説明会や模擬授業等のオンラインでの実施や、ＳＮＳや進
学情報サイト等を活用した情報発信を行うことで、より直接的か
つ戦略的に受験生へ本学をＰＲする。
　さらに、(一社)全国栄養士養成施設協会や(公社)日本栄養士会
等の関係機関・団体との連携を図り、管理栄養士及び本学の特色
をＰＲする。

エ　オープンキャンパスについて、令和５年度の参加者アンケートで要
望のあった学生食堂の利用を企画し、食品関係サークルが考案した企画
を実施することで、参加者が学生と接する機会を充実させた。８月に２
日間開催し、高校生204名の参加があり、参加者に実施したアンケート結
果も概ね良好であった。
　大手の大学進学情報サイト(スタディサプリ、マナビジョン等)に本学
の情報を掲載することで、外部のＷｅｂサイトに本学のホームページへ
遷移できる導線をつくるとともに、６月に志願実績のある高校244校に
オープンキャンパスポスターと併せて大学情報資料を送付し、12月に志
願実績のある高校を含む625校に大学案内や学生募集要項等を送付するこ
とで、認知拡大に努めた。さらに、オンラインでの模擬授業や大学説明
会を６校、ＬＩＮＥでの情報発信を21回配信し、本学主催のＷｅｂ入試
説明会を開催するなど、ＩＣＴを活用した広報も実施した。
　この他、最上総合支庁保健福祉環境部が作成しているハンドブックへ
の大学情報の掲載や、(公社)日本栄養士会が主催する栄養ワンダー2024
をオープンキャンパス内で実施するなど関係団体との連携を図った。

Ａ

　学生に良好な環境で
質の高い教育を提供す
るため、施設設備、資
料等の計画的な整備及
び長期的な視点に立っ
た維持管理により、教
育環境の向上を図る。

　大学の特色、求める学生
像、その他入学者の選抜に関
する情報の積極的な発信及び
高大連携の取組の推進等によ
り、今後18歳人口が急速に減
少する中でも、県内出身者を
はじめとする志願者を確保
し、大学が求める資質と能力
を有する優秀な学生の確保を
図る。
　また、現場で働く社会人が
大学院において高度な教育を
受け、研究が行えるよう、時
間や場所を選ばずに学べる履
修環境の整備及び情報発信に
努め、積極的な受入れを図
る。
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

オ　様々な志望動機や職業を持つ大学院志願者を幅広く受け入れ
るため、遠隔授業の実施等、大学院の学修環境の改善を図るとと
もに、積極的な情報発信に努める。

オ　遠隔授業の実施を強調するなど、社会人が仕事と学業の両立
を図れる学修環境であることを訴求点とし、効果的な情報発信を
行う。
　また、現場で働く管理栄養士や学生から情報を収集しながら、
学生の確保につながるよう就学環境の改善を図る。

オ　社会人が仕事と学業を両立できるよう、一部の授業をオンラインで
開講するとともに、学生から職場の勤務体制などを聴取したうえで、学
生の希望に沿った時間割を編成するなど、より良好な学修環境となるよ
う取り組んだ。大学院パンフレットや学生募集要項にも授業方法に係る
項目を設け、「対面方式に加え一部の授業をオンラインで開講し、時間
や場所の制約を受けずに受講することも可能である」旨を記載するなど
周知を図った。

Ａ

(4) 学生支援の充実

①学修支援

ア　担任制を継続し、入学時から卒業時まで、卒業後の進路選択
も見据え、オフィスアワーやＳＮＳも積極的に利用しながら、き
め細かな履修相談、履修指導を行う。
　また、学生に対して適切な評価を行えるよう、評価に係る体制
を不断に検証する。

※オフィスアワー制度
　各教員が学生からの学業や学校生活全般に関する質問、相談等
に応じる時間を設定し、研究室等に待機する制度。

ア　１学年２人担任制により個人面談や履修相談等を適宜行うと
ともに、全教員オフィスアワーの設定、ＳＮＳやメール等による
相談受付を行うなど、学生がいつでも相談できる体制の整備に努
める。
　また、ＳＮＳやＷｅｂ会議システム等を活用したガイダンスの
実施、授業についての詳細な情報提供、相談窓口の設置等によ
り、履修に関する不安の解消に努める。
　さらに、修学ポートフォリオ等を活用し、学生に対して適切に
評価が行われているかを教務学生委員会等で前期・後期ごとに確
認する。

ア　１学年２人の担任制を継続し、きめ細やかな指導に務めたほか、
「履修・学生生活の手引」に教員への相談方法や全教員のオフィスア
ワー及びメールアドレスを掲載し、学業等に関して学生がいつでも相談
できる体制を整備した。
　また、学務システムの修学ポートフォリオ機能の活用に代わって、
ディプロマ・ポリシーに掲げる力がどの程度身についたかを、学生自ら
評価できる「学修成果自己評価システム」を４月に２年～４年生を対象
に実施した。その結果は令和５年度の４年生に試行した結果と合わせ
て、教務学生委員会および学科で共有した。

Ａ

イ　障がい等のある学生、社会人、留学生、科目等履修生といっ
た、多様な学生のニーズに応える履修サポート制度の充実を図
る。

イ　障がい等のある学生への支援内容や体制をホームページなど
で広く周知するとともに、支援を必要とする学生がいれば、定期
的な面談を通して、学生のニーズに応えた支援を行う。

イ　障がい等のある学生からの支援申請に応じて個別相談や教員への配
慮依頼を行い、一人一人のニーズに合わせた支援を実施した。
　また、配慮申請があった学生に対し、個別面談や担当教職員による声
がけ、履修相談等のサポートを行った。特に、聴覚障がいがある学生の
要望に応え、パソコンテイクを実施して授業内容の理解を支援した。

Ａ

②生活支援

ア　全学的な学生支援に努め、学生相談等のメンタルヘルスに関
する支援体制をさらに充実させるとともに、看護師等と密接に連
携を図るなど、総合的な支援を行う。

ア　新学期の不安解消につなげるため、４月にピアサポーター学
生や地域住民らによる新入生・在学生へのサポートイベントを実
施する。
　また、心身の健康保持とメンタル不調の防止につなげるため、
ヨガ体験講座等のイベントを実施する。
　さらに、教員・支援担当職員・看護師・カウンセラーで適切に
学生に関する情報を共有し、全学的な支援体制のもと支援を行
う。

ア　４月のガイダンスで支援・相談体制について説明を行ったほか、在
学生による新入生との対面型交流イベント「雑談ラウンジ」を令和５年
度に引き続き開催した。米短大と合わせて約200名の学生が参加し、学生
スタッフ13名のほか新たに地域の社会人４名や教職員５名も相談を受け
るために加わり、履修相談や進路相談、アルバイトや防犯等の米沢での
生活に関する情報交換を行った。
　また、例年好評のヨガ体験講座を月４回中２回栄養大を会場に実施
し、両大学の学生と教職員合わせて112名が参加した。学生からの要望に
応え、講座の内容を工夫して実施し、「肩こりも少しずつ改善されるた
め、ぜひ来年度も行ってほしい」「この企画を通じて体を動かす時間を
確保できるのがとてもありがたい」と好評だった。
　さらに、近隣スーパーの閉店に伴い学生の買い物が困難になったこと
から、市内業者の協力のもと１月より学内で食料品を購入できる環境を
整え、学生の利便性向上を図った。

Ａ

イ　学資等が十分でなく学生生活が困難な学生に対しては、成績
や家庭環境等を総合的に勘案し、一定の条件のもと、授業料減免
制度や奨学金制度を活用し支援する。

イ　授業料免除や奨学金に関する説明会を実施するほか、各制度
に関する情報を随時掲示板やＷｅｂ、ＳＮＳ等を活用して提供す
るなど一層の周知に努める。
　また、随時個別相談に応じ、各制度の案内や奨学金の紹介等を
行うことで、学資等の確保が困難な学生への支援を行う。

イ　授業料免除や奨学金制度に関する説明会を随時開催したほか、奨学
金や授業料免除に関する情報や説明資料を学内掲示板やTeamsに掲載し、
学生の目に触れやすいよう工夫した。また、制度改正等で手続きが複雑
化していることから、担当職員が昼休み等に学生からの個別相談や質問
に応じ、書類等の手続きを支援した。

Ａ

ウ　学生代表者や学寮入寮者と大学との意見交換会を定期的に開
催し、出された意見等を大学運営に活用する。

ウ　学寮入寮者対象の寮務寮生会議等に関係教職員が参加し、学
生からの意見や要望を聞き取り、適宜改善等を行っていく。
　また、学生自治会と大学との意見交換会を開催し、学生からの
意見を聞き取った上で建設的な話し合いを行う場を設定する。

ウ　12月に寮務寮生会議を実施し、寮生からの意見を聞き取る場を設け
た。
　また、３月に学生自治会と大学の意見交換会を実施し、出された意見
をもとに、令和７年度から食料品の移動販売の営業時間を拡充する予定
である。また、令和６年度は、令和５年度の意見交換会で出された意見
をもとに、Teamsを活用したAEDの配置場所の周知や、購買部のアイスの
種類を増やす対応を行った。

Ａ

　大学の特色、求める学生
像、その他入学者の選抜に関
する情報の積極的な発信及び
高大連携の取組の推進等によ
り、今後18歳人口が急速に減
少する中でも、県内出身者を
はじめとする志願者を確保
し、大学が求める資質と能力
を有する優秀な学生の確保を
図る。
　また、現場で働く社会人が
大学院において高度な教育を
受け、研究が行えるよう、時
間や場所を選ばずに学べる履
修環境の整備及び情報発信に
努め、積極的な受入れを図
る。

　学生が自信と意欲、
目的を持って学修に取
り組めるよう、適切な
評価に努め、学生一人
ひとりの学修目的及び
習熟度に応じた学修支
援の充実を図る。

　学生が心身ともに充
実した大学生活を送る
ことができるよう、生
活全般に対する支援の
充実を図る。
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③キャリア支援

ア　学生が地域における管理栄養士の役割を理解し、進路を自ら
的確に見つけることができるよう、入学時から教育課程内・外を
通じた体系的できめ細かな支援を行う。

ア　１～３年生を対象とした「ＯＢ・ＯＧの話を聞く会」を開催
し、様々な分野における管理栄養士の役割や仕事内容を理解する
とともに、就職活動の実体験を聞くことにより、１年次から自身
の進路実現に向けて必要なことを考え、準備できるようにする。
　また、エンプロイメントアドバイザー（就職相談員）による面
談やキャリアガイダンスを１年次から継続して実施し、自身の進
路について意識しながら大学生活を送れるよう支援する。

ア　民間企業、行政機関、病院、福祉施設及び保育施設に就職した本学
卒業生６名を講師に招いた「OB・OGの話を聞く会」を11月に開催した。
管理栄養士や食品業界で働く卒業生から、現在の仕事内容や就職試験の
対策等について講演いただき、参加学生からも好意的な意見が多く寄せ
られた。
　病院、介護施設等で管理栄養士として勤務した経験を持つエンプロイ
メントアドバイザーによる学生との進路相談や履歴書の添削、面接練習
等を１～４年生を対象に実施し、累計79件（令和７年３月末現在）の相
談対応を行った。また、１～３年生を対象にしたキャリアガイダンス
や、２年生向けの就活講座を実施し、低学年から管理栄養士の仕事や自
身の進路を考える機会を設けた。

Ａ

イ　管理栄養士の国家試験合格率100％を目指し、教材・模擬試
験に関する情報提供、指導助言及び休日における自習室の開放な
ど、各種支援策を効果的に実施する。

イ　管理栄養士国家試験の合格率100%を目指し、国家試験に関す
る最新情報の提供及び休日における自習室の開放を行う。
　また、学内模試及び業者模試を実施し、模試の出題内容と結果
については教員間で共有するとともに、一定の得点に達しない学
生に必要に応じて再試験や面談を行うなど、資格取得に向けた支
援策を効果的に実施する。

イ　外部講師による講演で国家試験の最新情報を提供したほか、休日も
平日と同様に自習室を開放し、学習支援の充実に努めた。
　また、模試を実施し、一定の得点に達しない学生には再試験を実施、
必要に応じて個人面談を実施した。あわせて、学生を支援する資料とす
るため、教員に模試の出題内容や解答・解説及び学生の成績を共有する
とともに、保護者にも模試の成績を送付し共有するなど、従来の支援に
加えて令和６年度からの新たな取り組みも実施したが、国家試験合格率
は70.7％にとどまった。
　なお、模試の成績の保護者への共有について、アンケートを実施した
結果、成績を把握した保護者より励ましの声掛け等があったとの回答が
複数あり、今後も継続して実施していくこととした。

Ｂ

ウ　就職希望者の就職率100％を目指し、就職説明会の開催や学
生への迅速な情報提供など、各種取組みを効果的に展開する。

ウ　学生の進路目標を達成するために、希望職種に応じた対策ガ
イダンス、個別指導及び図書の購入等を実施し、学生の希望に応
じたきめ細やかな支援を実施する。
　また、企業等と情報交換を行い、求人票、インターンシップ及
び企業説明会等の情報を適宜学生へ周知する。

ウ　外部講師を招いて就活講座や就活ワークショップ、公務員講座等を
開催したほか、キャリア支援センター職員による個別相談や面接練習等
を随時実施した。また、３年生を対象にキャリア関連書籍の希望アン
ケートを実施し、その結果を基に学生のニーズにあった書籍を購入し
た。
　学内合同企業説明会を３月にオンラインで開催し、管理栄養士や食品
関連の企業・施設等が県内外から25社参加した。さらに、求人票や説明
会に関する情報をTeams等を用いて速やかに学生に周知することによっ
て、就職情報の拡充に努めた。
　令和６年度卒業生就職希望者の就職率は100％（令和７年5月末現在）
だった。

Ｓ

２　研究に関する目標を達成するための措置

(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信

ア　地域住民の生活習慣の改善、健康の増進、食育の推進及び地
域食材の活用など、地域課題の解決に向けて、栄養学等の教育研
究や関連する活動に積極的に取り組むとともに、地域連携・研究
推進センターを中心に、外部との共同研究や受託研究を推進す
る。
　また、これらの研究成果が地域で有効に活用されるよう、公開
講座や出前講座、論文の投稿や寄稿等により公表する。

ア　行政や関係機関等と積極的に情報交換を行い、それらの施策
や動向、地域の課題等の把握に努めるとともに、学外からの相談
対応、共同研究及び受託研究を推進する。
　また、地域連携・研究推進センターの研究や活動成果について
は、ホームページの活用や報告書などにより、広く情報発信を行
う。

ア　行政機関や学外からの相談対応や連携事業実施の機会などを活用
し、積極的な情報交換を行うことで地域の栄養と健康に関する課題等の
把握に努めた。
　・相談受付：行政関係８件、その他23件
　・連携事業：行政関係７件、その他４件
　また、地域課題解決等のため、外部資金を受け入れての受託研究を新
たに３件実施するとともに、ホームページでシーズ集を公表し、共同研
究や受託研究などの外部資金獲得をさらに推進した。
　あわせて、地域連携・研究推進センターの活動成果について、ホーム
ページを活用しタイムリーな情報発信を行ったほか、令和５年度の活動
報告書（デジタルパンフレット形式）を、12月にホームページに掲載
し、広く情報発信を行った。

Ｓ

イ　学内における資金支援制度の活用を促進するほか、全教員の
８割以上からの外部資金申請を目指すなど、教員個々の研究活動
を一層推進する。

イ　本学の資金支援制度（戦略的研究推進費）の積極的な活用を
促進するとともに、自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会との連携によ
る外部資金獲得に向けた研修会を開催するなど、教員が科学研究
費補助金をはじめとした外部資金を獲得するための支援を実施す
る。
　また、地域が抱える栄養課題の解決を図るための研究を推進
し、その研究成果の有効活用を図る。

イ　教員の積極的な研究活動の推進を図るため、本学資金支援制度（戦
略的研究推進費２件）を活用した研究助成を行った。
　また、科学研究費補助金のほか、外部の研究助成金の公募に関する情
報を教員に随時提供し、教員の研究活動を促進した。
 なお、令和６年度末時点において、外部資金申請を行った教員（外部資
金を活用した研究活動を行う教員も含む）の割合は、全教員の80％と
なっている。

Ａ

　地域で多様に活躍で
きる管理栄養士を養成
するため、早い段階か
ら社会的・職業的自立
に向けた体系的なキャ
リア教育を展開し、ま
た、学生個々の希望に
応じた、就職や国家資
格取得のための支援を
行う。

　県民の健康で豊かな暮らし
の実現に寄与するため、栄養
学及び関連領域の学問を通じ
て、健康に資する実践的な研
究を志向する。
　さらに学内外との共同研
究、地域の課題解決に資する
研究等を推進するとともに、
その研究成果が地域で有効に
活用されるよう、積極的に情
報を発信する。
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(2) 研究実施体制の充実

　教員と事務職員との適正な協働体制を構築し、教員の研究活動
を適切に評価するとともに、海外研修を含む学外研修制度の利用
促進等により、質の高い教育研究が継続的に実施できる環境整備
に努める。

　教員業績評価や学外での研修制度の活用により、教員の研究に
対するモチベーション向上につなげるとともに、各種研修会の開
催により、職員全体で課題の共有化を図り、各種委員会活動や事
業等が効果的かつ効率的に実施できる体制を構築する。

　令和５年度の教員業績評価の結果は、評価書に評価者のコメントを記
載したうえで、学長が面接を実施し、直接本人に伝えるとともに、成果
や改善等について意見交換を行うことで、教員のモチベーション向上に
努めている。なお、令和５年度の業績評価においてＳ評価（最良）を受
けた者を対象に特別研究費を支給する仕組みを構築しているが、令和６
年度の交付実績はなかった。
　また、令和７年度のサバティカル研修について周知を図ったほか、学
内のＳＤＦＤ研修については、教員だけでなく、関係する職員も参加す
るなど、職員全体で課題を共有し効果的かつ効率的に各種活動が実施で
きる体制構築に努めている。

Ａ

３　地域貢献に関する目標を達成するための措置

(1) 地域で活躍する人材の輩出

ア　県内各界において食を通じた健康づくりを担う人材を輩出す
るため、県立病院をはじめとする県内病院、福祉施設、保健所等
との連携のもと、県内の現場に即した実習を検討するなど、教育
課程の内容を不断に検証し、必要な見直しを行う。

ア　地域で活躍する人材の育成に資するよう、県内の病院や福祉
施設、保健所等と連携し、現場での実習を伴う教育を実施する。
　また、実習をより効果的に実施するため、実習先との意見交換
等を通して現場の意見を取り入れ、必要な見直しを行う。

ア　県内の病院17施設、保健所・保健センター12施設、福祉施設26施設
で臨地実習を行った。
　実習担当教員が実習先を訪問する際には、病院・施設側の意見や要
望、新型コロナウイルス感染症の感染対策における注意点などを汲み上
げ、学生への指導を徹底した。

Ａ

イ　県内企業等に対する学生の認知を高められるよう、県内就職
に資する情報やイベント等を積極的に周知し、活用を働きかける
とともに、県内自治体や企業に対し、管理栄養士についての理解
を深めてもらえるよう周知に努め、積極的な採用を求めるなど、
組織として県内就職に向けた取組みの充実を図り、就職者に占め
る県内への就職者の割合について過去３年間の平均を上回るよう
努める。

イ　大学主催の県内企業見学バスツアーを企画するとともに、関
係機関が実施する県内就職に資する事業を積極的に周知すること
により、学生の県内企業に対する認知や関心を高める。
　また、教職員による県内企業への積極的なＰＲや、県や市町
村・商工会議所等に対し学生の採用を働きかける活動を実施し、
積極的なＰＲ活動を展開する。

イ　県内企業見学バスツアーを11月に開催し、給食事業と食品製造の企
業２社を訪問した。工場見学や本学卒業生との座談会等を行い、これま
で知らなかった企業や業務を知ることができたと、参加学生全員から好
意的な意見が寄せられた。また、若者の県内定着を促進するために県が
実施している奨学金返還支援事業や県内開催の就職イベント等、県内就
職に資する情報を随時学生へ周知した。
　また、出前講座等への講師派遣（36件）、臨地実習施設訪問等（55
件）の場を活用して、大学が育成する人材についての理解促進を図っ
た。
　令和６年度卒業生就職者の県内就職率は37.5％（令和7年5月末現在）
となり、過去３年間の平均40.7％には届かなかった。その要因として、
県外企業の求人の数が増加したこと等が考えられる。

Ａ

ウ　卒業生に対し、県内就職に関する情報の積極的な提供に努め
る。

ウ　キャリア支援センターと連携しながら、同窓会組織も活用
し、卒業生に対する県内就職に関する情報提供に努める。

ウ　キャリア支援センターと連携し、既卒者用の求人欄を作成するとと
もに、同窓会の協力のもと、会報（年一回発行）に卒業生も当該求人欄
の閲覧が可能である旨を継続して掲載してもらうこととした。 Ａ

(2) 地域社会への参画

　地域のボランティア活動や地域活性化に向けた取組みへの学生
の自主的な参加を奨励するとともに、学生に対し積極的な情報提
供に努める。

　学生の課外活動や学園祭等の活動を支援するとともに、ホーム
ページ等で広く情報提供する。
　また、地域連携・研究推進センターと連携しながら、学生が行
う地域活性化につながる活動等について資金面や運営面・広報面
等の助言と支援を行い、地域での活動に参画する機会を創出す
る。

　大学ホームページやＳＮＳ等を活用し、学生の地域活動の様子等を発
信した。
　また、米沢市からの補助金を活用し、「米沢市映えcaféオープンプロ
ジェクト」を実施し、両大学合わせて61名の学生が参加した。米沢市内
外でのフィールドワークや高校生とのイベント、「Zakkaの森」での販
売、米沢女子短期大学オープンキャンパスでのドリンク・フード無料提
供、地域イベントでの山形おやき試食、ウコギスコーンのレシピ開発と
横浜での販売、「ミナミハラアートウォーク」や「米沢駅前イルミネー
ションイベント」等でのフード販売等を実施した。
　さらに、山形県議会議員との意見交換会や、よねざわ女子café・映え
cafe主催の地域住民との交流会「ピザ会」、学生自治会主催の地域住民
との交流会「喫茶エータン」を実施し、学外の方と学生とが交流する場
を創出した。

Ａ

　地域が求める人材像を把握
し、教育課程やキャリア支援
に反映させることにより、地
域で活躍する人材の輩出に努
める。また、管理栄養士の活
躍の場の拡充に努め、関係機
関とも連携して県内就職の促
進を図る。

　ボランティア活動や地域活
性化に向けた取組への参加
等、課外活動を含む学生の地
域社会への参画を支援するこ
とにより、学生の地域理解を
醸成する。

　研究活動を促進するため、
教員の研究成果に対する適正
な評価を行い、その評価結果
を活用することにより、研究
実施体制の充実を図る。
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

(3) 教育研究成果の地域への還元

　地域連携・研究推進センターの活動を通じ、行政、他の教育機
関、研究機関、県内企業等と連携して、健康・栄養関連調査や改
善策の提案、健康運動の普及、健康・栄養に関する共同活動等の
地域貢献を行う。

　県をはじめとする行政機関や他大学、企業、関係機関等との情
報交換に努めるとともに、それらと連携した健康や栄養に関する
事業（健康・栄養に関する啓発活動、調査や改善策の提案等）や
講師派遣等を通して地域貢献を行う。

　地域連携・研究推進センターへの相談や連携事業実施の機会等を活用
し、行政機関やほかの教育・研究機関等と積極的に情報交換を行った。
　「減塩・ベジアッププロジェクト」事業（山形県連携事業）では、令
和６年度は減塩や野菜摂取量増加のための啓発動画及びリーフレット作
成に取り組んだ。
　また、健康づくり関係機関・団体が協働し実施する「やまがた健康
フェア」に参画し、一般の方を対象とした栄養バランス診断や食育に関
する人形劇を披露した。
　さらに、米沢市からの委託事業である「企業を対象とした適塩教室」
を引き続き実施し、食事歴法質問票による食習慣（栄養素摂取量や食品
摂取量）の把握、健康教育の講話等の取組みを通し、青年期・壮年期の
現役世代が高血圧や糖尿病のリスク管理を始める契機づくりを行った。
　上記事業以外にも、出前講座等への講師派遣（36件）、減塩や野菜摂
取量向上のレシピ考案など外部機関と連携した活動を通して地域貢献を
行った。

Ａ

(4) 他大学との連携

　｢大学コンソーシアムやまがた｣が実施する県内大学との単位互
換や進学説明会等の活動に積極的に参画するとともに、県立保健
医療大学をはじめとする県内他大学との教職員や学生の交流等を
通じて実効性のある連携を図る。

　「大学コンソーシアムやまがた」の参画大学との単位互換や大
学等進学説明会などの活動に参加するとともに、県内大学の中で
も特に、県立保健医療大学との教職員や学生との多職種連携に関
するグループワークや意見交換等を通して連携を推進する。

　「大学コンソーシアムやまがた」の参画大学との単位互換や進学説明
会などの活動に参加した。あわせて、９月に山形県立保健医療大学にお
いて２年生が学外研修を行ったほか、10月には共催で公開講座（対面形
式）を本学を会場に実施した。 Ａ

(5) 高等学校等との連携

　小・中・高校生の健康や栄養に関する学習意欲の喚起や進路選
択に資するため、本学教員による出前講義等を行うなど、県内小
中高校との連携を推進する。

　県内外の高校や小中学校で模擬授業や公開講座等を積極的に行
い、その授業等において健康増進に係る管理栄養士の役割等を説
明し、小中高校と連携して、本学趣旨を理解した受験者の確保を
図る。実施にあたっては、対面のみならず、オンラインでも行
う。

　県内外の高校と連携して模擬授業（県内６校）や大学説明会（県内７
校、県外４校）を実施し、その機会に管理栄養士の役割等を説明するこ
とで、本学の趣旨を理解した受験者の確保を図った。
　また、県内小学校より児童を対象とした大学見学の要望があった３件
の受入を行い、地域における本学の役割について周知する機会とした。

Ａ

(6) 県民への学びの機会の提供

　地域における栄養や健康に関する課題やニーズに即した公開講
座を毎年度開催するほか、栄養関係者の資質向上を図るためのリ
カレント教育を実施するなど、リモート等による手法も活用しな
がら、県民が生涯学び続けるための多様な機会を創出する。

　学内教員および他大学の教員による講演の動画配信等も活用し
ながら、栄養や健康をテーマとした公開講座やリカレント講座を
開講し、地域の栄養関係者をはじめ広く県民が学び続けることが
できる機会の提供を図る。

　栄養や健康に関する本県の課題に応えるため、本学独自の公開講座
「調理の際の食中毒及び感染症予防について」を、本学を会場に対面形
式で計２回実施した（７月開催・受講者29名）。
　また、山形県立保健医療大学と共催で公開講座「考えよう！健康と福
祉」を、本学を会場に対面形式で実施した（10月開催・受講者48名）。
　あわせて、地域の栄養関係者の資質向上を目指し、本学の卒業生及び
県内の栄養関係者等を対象としたリカレント講座「傷病者に対する栄養
状態の評価方法～GLIM基準の活用を中心に～」をオンデマンド配信で実
施した（11月開催・受講者33名）。

Ａ

４　国際交流に関する目標を達成するための措置

ア　地域の国際交流活動への積極的な参加などを通じ、多文化共
生への理解を持ち、国際感覚に富んだ学生の育成に努める。

ア　地域で開催される国際交流活動への積極的な参加を学生に促
し、また、国際的に活躍している管理栄養士等の活動に触れ、多
文化共生についての理解を深める機会を設けるなど、学生の多文
化共生への理解や国際感覚の育成に努める。

ア　７月に「米沢市映えcaféオープンプロジェクト」の学生による国際
交流イベント「３Ｅカフェ」を開催し、外国出身の方11名、地域の方８
名、両大学の学生31名が参加した。栄養大生による国際色豊かなフード
の提供を行い、学生自らが企画した内容により参加者が相互に交流を深
めた。

Ａ

イ　本学教員の国際学会への出席の支援などを通じ、海外の情報
収集に努め、その成果を教育研究に活用する。

イ  本学教員の海外における研究活動を支援して海外情報の収集
に努め、教育研究に活用する。

イ　サバティカル研修制度や国際関係研究に係る案内の周知等を行うこ
とにより、本学教員の海外における研究活動を支援した。なお、２名の
教員が６月に開催された第19回国際栄養士会議（ICND2024）に参加し
た。

Ａ

　国際的な視野を持ち活躍できる
人材を育成するため、海外の情報
の収集を積極的に行い、その成果
の活用や、海外の教育機関等との
交流を通じて、国際化に対応した
教育研究を展開する。

　地域連携・研究推進セン
ターの活動を通じ、栄養と健
康に関するシンクタンク機能
を発揮し、行政、他の教育・
研究機関、県内企業等との連
携を図り、教育研究の成果を
地域に還元する。

　大学の有する知的資源のよ
り効果的な活用、情報発信及
び高校生の県内進学の促進を
を図るため、大学コンソーシ
アムやまがたへの積極的な参
画により単位互換に取り組む
など、他大学との連携を推進

　高校生等の学習意欲の喚起
や進路選択に資するため、県
内高等学校等との連携を推進
する。

　公開講座や栄養関係者のリ
カレント教育を目的とした研
修会等、地域のニーズに合わ
せた学びの機会を充実するこ
とで、社会人の学び直しを促
進する。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ４ 33 １ ０ 38 

割 合 10.5％ 86.9％ 2.6％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

小項目別評価は、１項目でＢ評価となっているものの、４項目でＳ評価、33項目でＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向け

て順調に進んでいると認められる。 

学部教育及び大学院教育とも教育研究上の理念を踏まえ、少人数教育の利点を活かして教育目標達成のための取り組みを着実に遂行した。また、各種

委員会を中心に、教育研究や学生の確保、学生支援、地域貢献等に関する課題を把握し、それらの解消に主体的かつ積極的に取り組んだところである。 

令和６年度は、令和５年度に構築・試行した「学修成果自己評価システム」を各学年に展開して本格的な運用を開始したほか、地域課題の解決や、共

同研究や受託研究などの外部資金獲得に資するため、地域連携・研究推進センターにおいてシーズ集を作成し、ホームページで公開した。  

また、学生の意見を反映させた教育環境の整備を進めるため、アンケートや意見交換会等、意見聴取機会の確保に努めているところであるが、特に令

和６年度においては、後期に学生アンケートの実施方法の改善を図ったことで、より多くの要望や意見を吸い上げ、大学運営に活かすことができた。 

さらに、就職支援については、きめ細かなキャリア支援を実施した結果、５年連続で就職率100％を達成した点において、年度計画を上回る取組みが実

施された。 

なお、管理栄養士国家試験の合格率について、従来の対策や支援に加えて新たな支援を実施したものの、目標を下回った点において、年度計画を十分

には実施されなかった。 
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大項目 第２の２ 山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  

中期目標 

１ 教育に関する目標 

（１）教育の内容及び成果 

大学の伝統により培われた「学生と教員の距離が近い顔の見える教育」、創意工夫しながら築き上げていく「手づくりの少人数教

育」を行うとともに、育成すべき人材像を全ての教員が共有し全学的な教育を展開することにより、教養と実学を身に付け、課題探求

能力とコミュニケーション能力を持った人材を育成する。 

（２）教育実施体制の充実 

① 教員の配置 

教育研究の進歩や時代の動向、地域や学生のニーズに柔軟に対応した教育を実施するため、適切な教員の配置を図る。 

② 教育環境 

学生に良好な環境で質の高い教育を提供するため、施設設備、資料等の計画的な整備及び長期的な視点に立った維持管理により、

教育環境の向上を図る。 

（３）学生の確保 

大学の特色、求める学生像、その他入学者の選抜に関する情報の積極的な発信及び高大連携の取組の推進等により、今後18歳人口が

急速に減少する中でも、県内出身者をはじめとする志願者を確保し、大学が求める資質と能力を有する優秀な学生の確保を図る。 

（４）学生支援の充実 

① 学修支援 

学生が自信と意欲、目的を持って学修に取り組めるよう、適切な評価に努め、学生一人ひとりの学修目的及び習熟度に応じた学修

支援の充実を図る。 

② 生活支援 

学生が心身ともに充実した大学生活を送ることができるよう、生活全般に対する支援の充実を図る。 

③ キャリア支援 

地域で活躍できる人材を輩出するため、早い段階から社会的・職業的自立に向けた体系的なキャリア教育を展開し、また、学生

個々の希望に応じた進路指導の充実を図る。 

２ 研究に関する目標 

（１）研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信 

各学科の専門分野の研究を深め、学内外との共同研究、地域の課題解決に資する研究等を推進するとともに、その研究成果が地域で

有効に活用されるよう、積極的に情報を発信する。 

（２）研究実施体制の充実 

研究活動を促進するため、教員の研究成果に対する適正な評価を行い、その評価結果を活用することにより、研究実施体制の充実を

図る。 

３ 地域貢献に関する目標 

（１）地域で活躍する人材の輩出 
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地域が求める人材像を把握し、教育課程やキャリア支援に反映させるとともに、関係機関と連携して地域で活躍する人材の輩出に努

め、県内就職の促進を図る。 

（２）地域社会への参画 

ボランティア活動や地域活性化に向けた取組への参加等、課外活動を含む学生の地域社会への参画を支援することにより、学生の地

域理解を醸成する。 

（３）教育研究成果の地域への還元 

生活文化研究所の活動等を通じ、行政、他の教育・研究機関、県内企業等と連携し、地域の活性化のための取組を推進するなど、教

育研究の成果を地域に還元する。 

（４）他大学との連携 

大学の有する知的資源のより効果的な活用、情報発信及び高校生の県内進学の促進を図るため、大学コンソーシアムやまがたへの積

極的な参画により単位互換に取り組むなど、他大学との連携を推進する。 

（５）高等学校等との連携 

高校生等の学習意欲の喚起や進路選択に資するため、県内高等学校等との連携を推進する。 

（６）県民への学びの機会の提供 

公開講座やリカレント教育を目的とした授業の開放等、地域のニーズに合わせた学びの機会を充実することで、社会人の学び直しを

促進する。 

４ 国際交流に関する目標 

国際的な視野を持ち活躍できる人材を育成するため、海外の情報の収集を積極的に行い、その成果の活用や、海外の教育機関等との交

流を通じて、国際化に対応した教育研究を展開する。 
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第２の２　山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　教育に関する目標を達成するための措置

(1) 教育の内容及び成果

ア　時代の変化に伴う多様な学生のニーズに対応するため、全学
科において、教養教育科目及び専門教育科目の再検討を行うな
ど、教育課程を｢山形県立米沢女子短期大学の理念と目的・目標｣
に掲げる教育目標の達成に向けて体系的に編成する。

ア　｢山形県立米沢女子短期大学の理念と目的・目標｣に掲げる教
育目標の達成に向け、カリキュラムチェック等を行う専門部会の
もと、カリキュラムマップなどに基づき自己点検・評価を実施
し、教育課程の改善を図る。

ア　｢山形県立米沢女子短期大学の理念と目的・目標｣に掲げる教育目標
の達成に向け、12月に「山形県立米沢女子短期大学内部質保証に関する
方針に基づく自己点検及び評価のガイドライン」を策定、自己点検及び
評価の実施体制を構築し、自己点検・評価を実施する取り組みを開始さ
せた。

Ａ

イ　他大学との単位互換や本学入学前に他大学で取得した単位の
うち、本学の履修単位として認定できるものは認定するなど、単
位制度の充実に努める。

イ　他大学からの受講生受け容れ情況、および本学高大連携授業
科目を受講した学生の学修成果に鑑みて、本学対象科目のライン
ナップを引き続き検討する。
　また、米沢栄養大学との互換科目について、現在の情況に問題
点がないか検討し、善処に勉める。

イ　令和６年度の単位互換科目・高大連携開放科目については、各学科
偏りなく開放されていることを確認した。高大連携開放科目については
前期３名、後期５名の学生の受入れを行った。また、令和６年度の入学
生のうち４名から高大連携事業で修得した単位の認定申請があり、認定
を行った。本学入学前に他大学で修得した単位認定の申請はなかった
が、各種検定試験合格による単位認定については、学生の申請に基づき
認定（前期：16名46単位、後期：１名４単位）を行った。大学コンソー
シアムやまがたの単位互換制度を利用して他大学の開放科目を受講した
学生が６名おり、６単位を認定した。
　栄養大との単位互換については、両大学の時間割の摺合せを行い、教
職科目の合同授業を適切に開講した。

Ａ

ウ　学生が授業に主体的に参加し授業内容を深く理解できるよ
う、対話・討論など、双方向的な授業形態を一層発展させるとと
もに、実習・演習の拡充など、少人数教育の利点を活かした学習
指導により高い教育効果を得ることができるよう、教育方法の改
善を図る。

ウ　SDFD自己評価改善委員会と協働して、有益な授業改善ワーク
ショップの開催を図り、そこでの有用な実践例を参考に、効果的
な学修の場の提供と効果的な評価方法の可能性を引き続き検討す
る。
　また、学生による学修成果の把握方法として、学務システムの
「修学ポートフォリオ」機能の活用に向けて、引き続き試行を継
続しながら、学生が入力する自己評価項目を定める。

ウ　学務システムの「修学ポートフォリオ機能」よりもデータ集計が簡
便であることから、アンケートフォームを活用した「教育内容・成長実
感に関する年度末アンケート」を後期の成績公表日後に実施するため、
学生が入力する自己評価項目を設定した。また、SDFD委員会と協同し
て、１月に授業改善ワークショップ「英語英文学科で取り組むTOEIC IP
テストを活用した学習成果の把握に関して」を開催し、学修成果を可視
化する手法について、理解を深めた。英語英文学科では、令和６年度か
ら全学年を対象にTOEIC IPテストを１年前期と２年後期に実施し、その
結果を学習成果の指標とすることとした。具体的には令和６年度と令和
７年12月（実施予定）の結果を比較することにより、学習成果の把握を
行う。また、TOEIC IPテスト実施以前にも、能力別クラス分けを一部授
業で実施しており、受講学生の英語運用能力が均質であること、一クラ
スの人数が少数であることにより、一人一人の学生の得意・不得意な点
が容易に把握でき、学生の能力向上に資している。国語国文学科では漢
字検定や日本語検定などの外部試験を全学生に課すことは難しいと判断
し、今後ルーブリック評価を検討することとした。日本史学科では、
「史学実習１（１年後期必修）」「史学実習２（２年前期）」に、ルー
ブリック評価を導入することとした。２つの科目の評価を比較すること
により、学習成果の可視化を行う。社会情報学科では、授業と学外各種
検定との緊密化を図り、学習成果を検定に活かす指導を行い、また、各
種検定の成果を授業評価に取り込んでいる。さらに同学科では教育面で
の情報共有および個別指導にあたってＧＰＡとＧＰＡの推移を参考に
し、きめ細かい指導を実施した。

Ａ

エ　学生に対して実施する授業評価アンケートから得られた情報
を基に、授業改善につなげるとともに、学生の回答を実質的なも
のとするために、調査時期、頻度を含めて不断に検証する。

エ　全ての開講科目において「授業評価アンケート」を実施し、
同アンケートで得られた学生からの評価を各教員に個別に通達す
ることで、次期授業の改善へつなげる。併せて、令和４年度後期
に改定したアンケートの有用性と回答率の向上について検証す
る。
　また、授業改善ワークショップ等の開催といった授業改善の
PDCAサイクルを機能させるための啓蒙的活動を行い、より高い教
育効果が得られる授業運営を研究していく。

エ　全ての開講科目において「授業評価アンケート」を実施した。実施
に際し、掲示板やTeams等での学生への周知と回答依頼、各教員へ授業の
終わりに回答時間を設けるよう協力を依頼する等回答率向上のための取
り組みを行った。回答率は前期37.2%、後期32.2%であった。アンケート
結果は各教員に配布し、担当授業におけるアンケートの評定値ならびに
自由記載欄の精査と次期授業での改善を依頼した。
　また、授業改善ワークショップにて、英語英文学科で取り組むTOEIC
IPテストを活用した学習成果の把握に関する研修を行い、教育効果が得
られる授業を行うにあたっての知識醸成を図った。

Ａ

第３期 中期目標

　大学の伝統により培われた
｢学生と教員の距離が近い顔
の見える教育｣、創意工夫し
ながら築き上げていく｢手づ
くりの少人数教育｣を行うと
ともに、育成すべき人材像を
全ての教員が共有し全学的な
教育を展開することにより、
教養と実学を身に付け、課題
探求能力とコミュニケーショ
ン能力を持った人材を育成す
る。

　教養と実学をバランスよく身に付け、課題探求能力とコミュニケーション能力を持った学生を育成・輩出するため、全教員の共有
認識のもと教養教育と専門教育の融合を図りつつ、教育に関する諸分野において、以下に掲げる計画を着実に実行する。
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

オ　学生の成績評価や単位認定、進級・卒業判定について、より
公正かつ適正に判断できるよう継続的に検証する。

オ　各授業の到達目標の意義を学生が十分に理解でき、自己の学
習の成果を客観的に顧みることができるような評価基準を明示し
ているか、シラバスの検証、改善を行う。
　また、成績評価に関して、シラバスの記載事項と照応させなが
ら、学生の修学意欲向上に資する有効的な手段についてさらに検
討し、適正な判断に努める。

オ　ＧＰＡ値の活用方法として、授業料減免申請者の学力判定基準に利
用したほか、編入学の指定校推薦の基準として活用した。令和６年度に
は、「編入学を希望する学生の指定校への学長推薦に関する取扱要綱」
を定め、希望先大学の学業成績基準を満たしていることのほか、一定の
ＧＰＡ値を満たしていることを学長推薦の基準とすることとし、より相
応しい学生を推薦することとした。令和７年度からは「教職課程履修に
関する内規」を定め、教職課程における教育実習の履修条件にＧＰＡ値
を活用することとしている。
 また、１年生のＧＰＡ順位と単位修得状況を一覧化したものを作成し、
学修に課題を抱えている可能性がある学生の早期把握の資料とした。
 成績評価については、成績公表日から起算した期限内に、成績評価に関
する学生からの問合せが12件（前期５件、後期７件）あり、成績訂正を
行ったものは５件（前期１件、後期４件）であった。また異議申立ては
なかった。成績評価に関しては、その根拠資料となるシラバスの記載方
法について見直しを行った。具体的には、シラバスの到達目標の記載に
ついて、学生を主語とし、どのような知識・技能などを修得できるか具
体的な内容を記載するよう改善した。評価方法については、到達目標に
対応した評価方法となるよう工夫すべき点がないか引き続き検討してい
く。

Ａ

(2) 教育実施体制の充実

①教員の配置

　教育研究の進歩や時
代の動向、地域や学生
のニーズに柔軟に対応
した教育を実施するた
め、適切な教員の配置
を図る。

　教育効果を最大限に発現できるよう、教員の資質や適性、学科
の人員数等を踏まえた適切な教員配置を行う。
　また、社会のニーズに合致した幅広い講義科目を開講し、必要
に応じて外部有識者を効果的に活用する。

　各教員の専門領域や資質・適性を考慮のうえ、学生や地域の
ニーズに対応し、効果的な教育を実現できる教員、外部講師等の
配置に努める。
　また、「総合教養講座」について、限られた予算の範囲内で最
大の効果を引き出せるよう、学生ならびに地域の受講者にとって
魅力的な講座となるよう、外部有識者の選定、活用を図る。その
他の授業科目に関しても、外部有識者の活用の可能性について引
き続き検討する。

　令和６年度は、令和７年度の適切な教員配置に向け、新たに国語国文
学科の教員１名を採用するための公募手続きのほか、同学科教員１名の
昇任手続き（准教授から教授への昇任）を進めた。引き続き、退職者の
状況等を踏まえ、大学全体として教育効果が最大限に発揮できるよう、
教員の適切な配置を図っていく。
　10月から１月にかけて開講した「総合教養講座」（全15回）では、実
施協力者である米沢市に諮りながら、各界で活躍する女性・若者を中心
に講師を選定した。講話の内容は現代の社会問題であり、学生の将来に
とってその理解及び対応力が求められるものを主軸とし設定した。講義
終了後はアンケートを実施し、その結果は令和７年度の講義内容を決定
する際に活用する。なお、令和６年度の受講者数は126名（高大連携３名
含む）であった。

Ａ

②教育環境

ア　学生が本学に対して自由に意見を述べるための対話の場の設
置やアンケートの実施により、学生の意見を反映させた、より望
ましい教育環境の整備を進める。

ア　教育環境を含む学生活全般に関する学生の率直な意見を聴取
することを目的に、学生代表と法人理事等との対話の機会を設け
る。
　また、主に教育環境改善を目的に年２回「学生の声アンケー
ト」を実施するほか、メールによる「学生の声」を常時受け付
け、学生からの意見や要望を関係する委員会と連携し、より望ま
しい教育環境の整備を進める。

ア　教育環境を含む学生活全般に関する学生の率直な意見を聴取するこ
とを目的に、学生代表と法人理事との懇談会を11月に実施した。寄せら
れた意見・要望については、回答を作成して掲示板やTeamsで開催報告と
して学生に周知した。
　また、より多くの学生の意見や要望を聞くために、「学生の声」専用
メールアドレスを設けて常時意見を受け付けるとともに、集中受付期間
として「学生の声アンケート」を実施した。専用メールアドレスには就
活や編入のガイダンス・講座に関する要望が1件寄せられ、キャリア担当
から学生に回答するとともに、掲示板等で学生に周知した。「学生の声
アンケート」では、前期７件の意見や要望が寄せられた。より多くの学
生の声を集めるために、投書箱の増設と目立つ場所への掲示を行った結
果、後期は22件の意見や要望が寄せられた。前・後期合計で29件に上
り、対R5年度（8件）比3.6倍となる。意見や要望に対しては、関係する
委員会と連携して内容・対策を検討し、回答を掲示板やTeamsで学生に周
知した。

Ｓ

イ　講義や演習・実習を円滑かつ効果的に行うことができるよ
う、情報機器、視聴覚機器、演習・実習用備品等の適切な維持・
管理に努めるとともに、計画的な整備・更新を進める。特に、老
朽化している施設や設備の整備及び改修を計画的に行う。

イ　視聴覚機器に関する定期的な点検、情報機器や演習・実習用
備品等を適宜更新するとともに、学寮および情報処理教室２の情
報機器の更新等を行う。

イ　毎月１回、業者による視聴覚機器の定期点検を行い、不具合の改善
を実施したほか、９月には情報処理教室２とＢ４０５の視聴覚機器の更
新を行った。
　また、共用施設である学寮の修繕計画に則り、窓のコーキングや居室
内の壁紙の貼替などを随時実施した。令和６年度は情報機器の更新、厨
房換気扇更新、敷地内舗装工事、洗濯機の更新を実施した。

Ａ

　大学の伝統により培われた
｢学生と教員の距離が近い顔
の見える教育｣、創意工夫し
ながら築き上げていく｢手づ
くりの少人数教育｣を行うと
ともに、育成すべき人材像を
全ての教員が共有し全学的な
教育を展開することにより、
教養と実学を身に付け、課題
探求能力とコミュニケーショ
ン能力を持った人材を育成す
る。

　学生に良好な環境で
質の高い教育を提供す
るため、施設設備、資
料等の計画的な整備及
び長期的な視点に立っ
た維持管理により、教
育環境の向上を図る。
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第３期 中期目標

ウ　図書館について、電子書籍の活用も含めた収蔵図書やレファ
レンス資料の整備に努め、公立大学協会図書館協議会の一員とし
て他の図書館との連携強化による機能の充実を図り、学生や教職
員、地域住民が利用しやすい環境整備を進めるほか、土曜日の開
館を継続するとともに、開館時間や開館日について、不断に検証
を行い必要に応じて改善を図る。

ウ　電子書籍を含めた収蔵書籍の充実、ほかの図書館と連携した
相互貸借、土曜日開館、講義期間及び前期補講試験期間の開館時
間延長を継続し、学生及び教員、地域住民の利便性向上を図る。
　また、図書館内の環境整備については、アンケート等を実施し
て学内学外を問わず利用者の意見や要望を集約し、随時検討のう
え、必要に応じて対応する。

ウ　図書の購入については、新規に660冊を登録し、電子ジャーナル及び
洋雑誌は９種類を購入契約した。
　４月の授業開始から土曜日開館、５月から開館時間の延長を行い、学
生、教員、地域住民の利便性を図っているほか、学生、教員に対して、
レファレンスや文献複写の相談をメールで対応し、来館せず利用できる
ようにしている。
　また、栄養大並びに米短大の図書館情報委員会を合同で３回開催し、
課題を共有したほか、図書館内の環境整備を図るため、利用者の声を、
①意見箱の設置（意見なし）、②学外利用者向けアンケート（６月～11
月実施、５件）、③「学生の声ノート」の設置により集約した。
　さらに、学生に対して図書館の利用頻度、利用状況、要望、意見等を
聞くアンケートをオンラインで新たに実施し、117人の学生から回答が
あった。

Ａ

(3) 学生の確保

ア　年度計画において入試形態ごとの志願者倍率の目標を設定
し、大学のアドミッション・ポリシーに合致した学生を確保す
る。

ア　県内出身者をはじめとする志願者の確保に向け、イ～エの方
策に取り組み、次の入試形態ごとの目標を達成するよう努める。
　・一般選抜
　　　志願者倍率　２．４倍
　・学校推薦型選抜
　　　志願者倍率　１.０倍
　・総合型選抜（自己推薦）
　　　志願者倍率　１.０倍
　・総合型選抜（ＡＯ）
　　　志願者倍率　１.３倍
　また、アドミッション・ポリシーをより反映した入試にするた
め、前年度の入試の結果を踏まえ、各学科の入試内容(入試形
態・募集人員・面接及び試験問題の内容等)の見直しを行う。

ア　アドミッション・ポリシーをより反映した入試にするため、昨年度
の入試結果を踏まえた検討の結果、令和７年度入試（令和６年度実施）
より、国語国文学科において、入試区分ごとの募集人員について以下の
通り見直しを行った。
　総合型選抜（AO）　30名　→　35名
　一般選抜　 　　 　35名　→　30名
　また、大学側・受験生側ともに、年内入試へのシフトが進んできてい
る状況を踏まえ、令和７年度入試（令和６年度実施）より英語英文学科
において総合型選抜（AO）を新設した。

　なお、県内出身者をはじめとする志願者の確保に向け、イからエの取
組みを行ったものの、全体の志願者倍率は１.１倍となり、令和５年度の
１.３倍を下回った。
　入試形態ごとにみても、全ての入試区分において目標倍率を達成でき
なかった。
　・一般選抜　　　　　　　　志願者倍率　２．１倍
　・学校推薦型選抜　　　　　志願者倍率　０．３倍
　・総合型選抜（自己推薦）　志願者倍率　０．５倍
　・総合型選抜（ＡＯ）　　　志願者倍率　１．１倍

　目標が達成できなかった要因としては、継続的な高校３年生人口の減
少、短大進学率の低下等が考えられる。志願者減少の分析と対応策の検
討を行い、令和７年度の入試広報に活かしていくこととした。
　なお、令和９年度入試（令和８年度実施）からの実施に向けて、国公
立大学の一般選抜（前期日程）の不合格者が出願可能な入試区分の新設
について公表した。

Ｂ

イ　入試状況や入学者の追跡調査結果等の分析とともに、志願者
確保のための広報活動について不断に検証を行い、入試制度全般
にわたり改善を図る。

イ　入試状況や入学予定者調査等の分析をもとにして、志願者確
保のための効果的な広報活動を展開する。
　また、より多くの志願者を確保するため、前年度の入試結果を
踏まえ、入試内容等(入試形態・募集人員・出願資格、出願方
式、入試会場)について検討のうえ、見直しを行う。
　このほか、入試改革による入試形態ごとの志願者数の増減や評
価方法を不断に検証し、適正な入試の実施に努める。

イ　令和６年度の新入生アンケートの結果、「本学を知った手段」は
「高校の先生から」という回答が例年同様多数を占めていることから、
高校（教員）への大学情報の提供が志願者獲得に重要と考え、入学・志
願等の実績がある高校（約330校）にオープンキャンパス開催の１ヶ月前
（６月中旬）と学生募集要項の完成時（７月中旬）の２回、大学・入試
情報資料を送付した。
　これに加え、県内高校へは６月に県内高校対象の説明会を実施した。
また、東北６県及び新潟県の入学・志願等の実績がある高校や交通アク
セスが良い北関東（宇都宮市内）の高校に対しては６～７月と12月に訪
問し、大学説明等を行った。
　前項（ア）に記載のとおり、令和５年度の入試結果を踏まえ、国語国
文学科において、入試区分ごとの募集人員の見直し、英語英文学科では
入試区分の新設を行い、令和９年度入試に向けた入試区分を新設するこ
ととした。
　一般選抜について、入試会場を本学会場以外に仙台会場及び鶴岡会場
にて試験を実施しているところ、志願者確保に向けて、より受験生の参
加しやすい会場設定について検討を進めることとした。

Ａ

　学生に良好な環境で
質の高い教育を提供す
るため、施設設備、資
料等の計画的な整備及
び長期的な視点に立っ
た維持管理により、教
育環境の向上を図る。

　大学の特色、求める学生
像、その他入学者の選抜に関
する情報の積極的な発信及び
高大連携の取組の推進等によ
り、今後18歳人口が急速に減
少する中でも、県内出身者を
はじめとする志願者を確保
し、大学が求める資質と能力
を有する優秀な学生の確保を
図る。
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

ウ　高校訪問の実施や説明会の開催のほか、高等学校との連携を
強化することにより、過去３年間の県内志願者数の平均を上回る
よう、県内志願者の確保に努める。

ウ　前年度に実施した入試の結果を踏まえながら、県内志願者の
増加につながるよう、以下の方策を実施する。
ⅰ　県内を中心とした高校の進路担当教員等を対象とした大学説
明会を開催する。
ⅱ　訪問を実施する教員に高校側への説明事項を周知徹底したう
えで、積極的に高校訪問を実施する。学校推薦型選抜後も、主に
県内高校を対象とした訪問を必要に応じて実施する。志願実績等
を踏まえて訪問先を選定し、より効果的な実施となるよう努め
る。
ⅲ　学生特使の実施時期及び人数配分を各学科の進路の実情に応
じて検討し、適切に実施する。

ウ
ⅰ　大学説明会について、６月に県内高校の進路担当教員を対象として
実施（栄養大と合同）し、24校が参加した。
ⅱ　ⅰの説明会に不参加だった県内高校及びのうち入学・志願等の実績
がある高校に対し、６～７月に高校訪問を行い、大学説明等を行った。
また、前項（イ）記載のとおり、入学・志願等の実績がある高校（約330
校）へ２回大学・入試情報資料を送付し、本学のＰＲを行った。
ⅲ　学生特使について、夏と冬に分けて実施したところ、延べ30人の学
生に母校を訪問してもらった。
　上記のほか、高校の大学説明会や模擬授業についても積極的に参加す
るとともに、大学コンソーシアムやまがたや進学業者等が主催する説明
会を活用し、53件参加（うちオンライン23件）、64件資料送付した。
　また、高校訪問等の機会を捉えて高等学校のメールアドレスを収集・
蓄積し、適時、直接的な情報発信ができるよう取り組んだ。

Ａ

エ　学科紹介動画の作成等により大学ホームページを充実させる
とともに、大学案内、オープンキャンパス等による広報活動を強
化することにより、全国有数の総合短期大学である本学の特色を
アピールし、優秀な学生の確保に努める。

エ　オープンキャンパスの開催にあたり、前年度の実施状況、参
加者アンケートの結果及び参加人数を踏まえ、開催時期及び実施
内容について検討を行い、参加者にとって参加しやすく、本学の
特色をより効果的に伝えられる内容に改善する。
　また、入試情報・大学情報の重要な情報発信媒体であるホーム
ページについて、新入生へのアンケート等を踏まえつつ、利用者
がより見やすく、必要な情報が入手できるように入試関連ページ
を改善する。併せて、Web広告を活用して本学を第一希望として
いない受験者層等、ターゲットを明確にした広報を実施する。こ
のほか、高校生が多く利用しているＷｅｂやＳＮＳを積極的に活
用し、本学の総合短期大学としての特色や入試及びオープンキャ
ンパスの情報を分かりやすく伝える。

エ　オープンキャンパスについて、例年どおりに２回（７月27日、28
日）対面開催したことに加え、直前に発生した大雨被害等でのキャンセ
ル者の参加機会確保のため、８月３日にミニオープンキャンパスを実施
した。高校３年生を中心に247名（付添者を除く。令和５年度比＋25
名。）の参加があり、参加者アンケートでは各行事とも例年どおりの高
い満足度であった。
　上記のほか、認知度向上、志願者確保に向け、主に以下のような取組
みを実施した。
・オープンキャンパスの開催について、本学ホームページのトップバ
ナーを活用するなど事前に大きく告知
・オープンキャンパスや進学相談会への参加等の情報を本学の公式LINE
での発信及び進学相談会等での登録の呼び掛け
・東北、新潟、北関東の短大文系志望者等を対象に、本学の情報を記載
したダイレクトメールを約2,000通配信（７月と１月の２回）
・本学の併願先となる山形大学等のホームページを閲覧している高校生
世代・保護者世代をターゲットとしたWeb広告や、高校生世代が多く利用
しているSNS等への広告配信（６～７月）
・Web大学進学説明会（９～１月）
・学園祭での大学紹介パネル設置（10月）

Ａ

(4) 学生支援の充実

①学修支援

ア　担任制を継続し、入学時から卒業時まで、卒業後の進路選択
も見据え、オフィスアワーやＳＮＳも積極的に利用しながら、き
め細かな履修相談、履修指導を行う。
　また、学生に対して適切な評価を行えるようシステムを確立
し、運用を検証する。

ア　担任制によるきめ細かな指導、全教員オフィスアワーの設
定、ＳＮＳやメール等による相談受付を行うなど、学修について
学生がいつでも相談できる体制の整備に努める。
　また、４月のガイダンスで支援・相談体制について説明を行う
とともに、障がい等のある学生への支援や学生相談室の利用に関
する動画をＷｅｂ上でいつでも視聴可能にするなど、ＳＮＳやＷ
ｅｂも活用したガイダンスの実施、授業についての詳細な情報提
供、相談窓口の設置等により、履修に関する不安の解消に努め
る。
　さらに、教育改善に生かすため、各学科の学位授与方針に示さ
れている学習成果を適切に測定するための方法や指標を引き続き
検討し、それらを定める。

ア　全学科で担任制を継続し、きめ細やかな指導に務めたほか、「学生
生活の手引」に教員への相談方法や全教員のオフィスアワー及びメール
アドレスを掲載し、学修に関して学生がいつでも相談できる体制を整備
した。
　また、４月のガイダンスで支援・相談体制について説明を行い、
Microsoft Teamsを活用した個別相談・授業についての詳細な情報提供に
より、履修に関する不安の解消を図った。
　令和７年３月には卒業生に対して「教育内容・成長実感に関する年度
末アンケート」を実施した。今後はその結果を分析し、学習指導の充実
や教育プログラムの改善に活用する。

Ａ

　大学の特色、求める学生
像、その他入学者の選抜に関
する情報の積極的な発信及び
高大連携の取組の推進等によ
り、今後18歳人口が急速に減
少する中でも、県内出身者を
はじめとする志願者を確保
し、大学が求める資質と能力
を有する優秀な学生の確保を
図る。

　学生が自信と意欲、
目的を持って学修に取
り組めるよう、適切な
評価に努め、学生一人
ひとりの学修目的及び
習熟度に応じた学修支
援の充実を図る。
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

イ　障がい等のある学生、社会人、留学生、科目等履修生といっ
た、多様な学生のニーズに応える履修サポート制度の充実を図
る。

イ　障がい等のある学生への支援内容や体制をホームページなど
で広く周知するとともに、支援を必要とする学生とは定期的な面
談を通して、学生のニーズに応えた支援を行う。特に社会人学生
の履修サポートと他学生との交流機会創出に新たに取り組む。

イ　障がい等のある学生からの支援申請に応じて個別相談や教員への配
慮依頼を行い、一人一人のニーズに合わせた支援を実施した。また、配
慮申請があった学生に対し、個別面談や担当教職員による声がけ、履修
相談等のサポートを行っている。
　社会人学生に対しては随時履修相談に応じたほか、Teams等の操作支援
や社会人聴講生を紹介し交流を促進するなどの支援を行った。
　また、レポート作成に困り感を抱える学生がいることがわかったた
め、学生委員会で「レポートの書き方パスファインダー」を作成し、
Teamsで全学生に周知した。さらに、附属図書館と連携し、館内に「レ
ポート作成お助けコーナー」を新設した。そのほか、学修不安や進路不
安を持つ学生の不安を払しょくし、学生同士の人間関係構築の支援を行
うことを目的として、「真冬の学修・進路相談会」（12月）を実施し
た。

Ａ

②生活支援

ア　全学的な学生支援に努め、学生相談等のメンタルヘルスに関
する支援体制をさらに充実させるとともに、看護師等と密接に連
携を図るなど、総合的な支援を行う。

ア　新学期の不安解消につなげるため、４月にピアサポーター学
生や地域住民らによる新入生・在学生へのサポートイベントを実
施する。
　また、心身の健康保持とメンタル不調の防止につなげるため、
ヨガ体験講座等のイベントを実施する。
　さらに、教員・支援担当職員・看護師・カウンセラーで適切に
学生に関する情報を共有し、全学的な支援体制のもと支援を行
う。

ア　４月のガイダンスで支援・相談体制について説明を行ったほか、在
学生による新入生との対面型交流イベント「雑談ラウンジ」を令和５年
度に引き続き開催した。栄養大と合わせて約200名の学生が参加し、学生
スタッフ13名のほか新たに地域の社会人４名や教職員５名も相談を受け
るために加わり、履修相談や進路相談、アルバイトや防犯等の米沢での
生活に関する情報交換を行った。
　また、例年好評のヨガ体験講座を実施し、両大学の学生と教職員合わ
せて112名が参加した。学生からの要望に応え、講座の内容を工夫して実
施し、「肩こりも少しずつ改善されるため、ぜひ来年度も行ってほし
い」「この企画を通じて体を動かす時間を確保できるのがとてもありが
たい」と好評だった。
　さらに、近隣スーパーの閉店に伴い学生の買い物が困難になったこと
から、市内業者の協力のもと1月より学内で食料品を購入できる環境を整
え、学生の利便性向上を図った。

Ａ

イ　学資等が十分でなく学生生活が困難な学生に対しては、成績
や家庭環境等を総合的に勘案し、一定の条件のもと、授業料減免
制度や奨学金制度を活用し支援する。

イ　授業料免除や奨学金に関する説明会を実施するほか、各制度
に関する情報を随時掲示板やＷｅｂ、ＳＮＳ等を活用して提供す
るなど一層の周知に努める。
　また、随時個別相談に応じ、各制度の案内や奨学金の紹介等を
行うことで、学資等の確保が困難な学生への支援を行う。

イ 　授業料免除や奨学金制度に関する説明会を随時開催したほか、奨学
金や授業料免除に関する情報や説明資料を学内掲示板やTeamsに掲載し、
学生の目に触れやすいよう工夫した。また、制度改正等で手続きが複雑
化していることから、担当職員が昼休み等に学生からの個別相談や質問
に応じ、書類等の手続きを支援した。
　４月には学生の利便性向上のためにカーシェアを導入し、米沢市から
の補助金を活用して利用料の半額を助成する支援を両大学合わせて11件
行った。

Ａ

ウ　学生自治会や学寮入寮者と大学との意見交換会を定期的に開
催し、出された意見等を大学運営に活用する。

ウ　学寮入寮者対象の寮務寮生会議等に関係教職員が参加し、学
生からの意見や要望を聞き取り、適宜改善等を行っていく。
　また、学生自治会と大学との意見交換会を開催し、学生からの
意見を聞き取った上で建設的な話し合いを行う場を設定する。

ウ　12月に寮務寮生会議を実施し、寮生からの意見を聞き取る場を設け
た。
　また、３月に学生自治会と大学の意見交換会を実施し、出された意見
をもとに、令和７年度から食料品の移動販売の営業時間を拡充する予定
である。
　令和６年度は、令和５年度の意見交換会で出された意見をもとに、
Teamsを活用したAEDの配置場所の周知や、購買部のアイスの種類を増や
す対応を行った。

Ａ

③キャリア支援

ア　地域で活躍できる人材を輩出するとともに、就職・編入学
等、学生が希望する進路を自らの力によって開拓できるよう、
キャリア支援センターの一層の機能充実を図るとともに、本学へ
の入学希望者増加につながる総合的なキャリア支援策について不
断に検証し、着実に実施する。

ア　学生の希望進路に応じた各種講座の実施や学生相談へのきめ
細かな対応、学生への適時の進路情報提供など総合的なキャリア
支援策を、キャリアコンサルタント資格を有する教員と連携しな
がら着実に実施する。
　また、キャリア支援センター職員のスキルアップや、コロナ禍
で普及したオンライン上での就職活動や編入学試験にも対応した
支援を行うことで、キャリア支援センターの機能充実を図る。

　民間就職・公務員・編入学など、学生の希望進路に応じた各種のキャ
リア支援事業に関する年間計画を策定し、概ね計画通りに実施した。対
２年生には、自己分析-PR講座、面接対策講座、公務員対策講座、志願理
由書-英語-小論文講座等、それぞれの希望に応じて着実に各種講座を開
講し、一定の受講者を確保した。
　また、各種講座情報を掲示に加えてTeams上で周知したり、キャリア支
援センター職員のオンライン上での相談、学生との連絡としてチャット
を活用するなどの取り組みを行った。

Ａ

　学生が自信と意欲、
目的を持って学修に取
り組めるよう、適切な
評価に努め、学生一人
ひとりの学修目的及び
習熟度に応じた学修支
援の充実を図る。

　学生が心身ともに充
実した大学生活を送る
ことができるよう、生
活全般に対する支援の
充実を図る。

　地域で活躍できる人
材を輩出するため、早
い段階から社会的・職
業的自立に向けた体系
的なキャリア教育を展
開し、また、学生個々
の希望に応じた進路指
導の充実を図る。
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

イ　就職希望者の就職率100％を目指し、学生相談の充実、求人
情報の積極的な提供、公務員講座をはじめとする各種講座の開
設、インターンシップ制度の充実、各種資格取得への支援などを
継続して実施する。

イ　就職希望者の就職率向上を目指し、就職に役立つ各種講座、
キャリアコンサルタント資格を有する教員によるキャリアカウン
セリング等の実施、地元企業訪問などによる求人開拓、学内企業
説明会の開催のほか、学外の企業説明会やインターンシップへの
参加、各種資格試験受験に対する支援を継続して実施する。
　また、労働・雇用関係者やＯＧと協力した学生への情報提供や
就職活動支援等について着実に実施する。

　キャリアコンサルタントによるキャリアカウンセリングやキャリア支
援センター職員による進路相談、面接練習等を年間を通して行い、学生
の就活不安の解消に勉めた。そこに上がった問題点は委員会の協議の場
に上げられ、問題の解決に当たった。求人情報について、幅広く情報収
集し発信した。インターンシップについて、年度当初ガイダンスを行
い、学生の希望に即して実施した。学内において、合同企業説明会を複
数回実施し、担当者と希望学生と直接情報交換できる場作りに勉めた。
また、「OGの話を聞く会」や「就職内定体験報告会」を開催し、先輩方
がどのように就職活動を進めたか経験談を語っていただくなど、在学生
への啓発を行った。
　
【参考】令和６年度就職率　95.0％（R7年5月末現在）

Ａ

ウ　編入学希望者の編入学率100％を目指し、小論文添削指導、
面接訓練、模擬問題の学習、編入学対策講座の開催等の支援策を
継続して実施する。

ウ　編入学希望者の合格率向上を目指し、編入学状況の変化に対
応した各種講座や模擬試験・面接練習の開催、情報提供、相談・
支援体制の整備のほか、編入学英語・小論文指導を行う指導員の
配置を継続する。

　編入学の実績を上方に向かわせるべく、英語、小論文の実力養成のた
めの講座を開講し、また、英語、小論文の添削指導も専門的指導者によ
り、繁忙期に週３回（通常期は２回）開いて、希望者の実力向上に勉め
た。
　また、「OGの話を聞く会」や「編入学合格体験報告会」を開催し、先
輩方の編入学体験談を語っていただいた。
　編入学情報は随時更新するとともに、卒業生アンケートを実施して先
輩方の進学先での所属ゼミや卒業論文などについての情報収集を行い、
学生に開示した。

　令和６年度編入学希望者の編入学率は100％だった。

Ｓ

２　研究に関する目標を達成するための措置

(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信

ア　学内における資金支援制度の活用や、科学研究費補助金をは
じめとする外部資金の申請を促すなど、教員個々の研究活動を一
層推進する。

ア　本学の資金支援制度（戦略的研究推進費）の周知・活用や、
自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会との連携による外部資金獲得に資
する各種研修会の周知や開催など、教員が科学研究費補助金をは
じめとする外部資金獲得を行うための活動を支援する。

ア　本学の資金支援制度（戦略的研究推進費）の周知に努め、１件の戦
略的研究課題を採択し、支援を実施した。
　また、自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会と連携し、科学研究費補助金の
最新動向に関する公立大学協会の動画公開や、外部資金獲得に関する学
外研修会の案内を周知するなど、教員が科学研究費補助金をはじめとす
る外部資金を獲得するための活動を支援した。

Ａ

イ　教員の研究成果に関する広報活動を徹底するとともに、イン
ターネット上での研究者登録などにより、教員一人ひとりの専門
領域についての情報を地域のみならず広く社会に発信する。
　また、地域課題の解決につながる研究に積極的に取り組み、そ
の成果を公開講座や出前講座、論文の投稿や寄稿等により公表す
る。

イ　教員の研究成果に関する広報活動として、機関リポジトリ運
用指針に従い、大学紀要及び生活文化研究報告書に加え、その他
学術雑誌掲載論文等についても積極的に社会に発信していく。
　また、生活文化研究所を中心に、地域や社会における課題に対
応した研究を推進し、その研究成果を研究成果報告会などを通し
て積極的に発信していく。

イ　教員の研究成果や専門領域の発信のため、本学が刊行する紀要並び
に生活文化研究所報告の学術機関リポジトリへの公開を継続した。学内
発行の学術誌『米澤國語國文』及び『米沢史学』について申請に応じて
公開した。（登録総数665件、令和６年度登録35件）
　また、生活文化研究所が中心となり、地域や社会における課題に対応
した共同研究を２件実施した。外部への情報発信については、大学ホー
ムページや紀要、生活文化研究所報告等への掲載により行った。
  令和７年度から公的資金による学術論文等の即時オープンアクセスの
実施が義務化されるのに対応して、法人の「オープンアクセスポリ
シー」、「研究データポリシー」を定め、令和７年度より施行予定であ
る。

Ａ

(2) 研究実施体制の充実

　教員と事務職員との適正な協働体制を構築し、教員の研究活動
を適切に評価するとともに、海外研修を含む学外研修制度の利用
促進等により、質の高い教育研究が継続的に実施できる環境整備
に努める。

　教員業績評価や学外での研修制度の活用により、教員の研究に
対するモチベーション向上につなげるとともに、各種研修会の開
催により、職員全体で課題の共有化を図り、各種委員会活動や事
業等が効果的かつ効率的に実施できる体制を構築する。

　前年度の業績評価においてＳ評価（最良）を受けた者を対象に特別研
究費を支給する仕組みを構築しており、令和６年度はＳ評価を受けた４
名の教員の中から、特に優れた業績の教員２名を選考し、特別研究費の
交付を行った。引き続き、同制度を効果的に活用し、教員の研究に対す
るモチベーション向上と研究成果の発信につなげていく。
　また、令和７年度のサバティカル研修について周知を図ったほか、学
内のＳＤＦＤ研修については、教員だけでなく、関係する職員も参加す
るなど、職員全体で課題を共有し効果的かつ効率的に各種活動が実施で
きる体制構築に努めている。

Ａ

　地域で活躍できる人
材を輩出するため、早
い段階から社会的・職
業的自立に向けた体系
的なキャリア教育を展
開し、また、学生個々
の希望に応じた進路指
導の充実を図る。

　各学科の専門分野の研究を
深め、学内外との共同研究、
地域の課題解決に資する研究
等を推進するととともに、そ
の研究成果が地域で有効に活
用されるよう、積極的に情報
を発信する。

　研究活動を促進するため、
教員の研究成果に対する適正
な評価を行い、その評価結果
を活用することにより、研究
実施体制の充実を図る。
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３　地域貢献に関する目標を達成するための措置

(1) 地域で活躍する人材の輩出

　県内企業や商工会議所等との意見交換会や企業への状況調査を
行うなど、地域からの本学に対する人材ニーズを把握し、教育課
程やキャリア支援に反映させるとともに、県内企業等に対する学
生の認知を高められるよう、県内就職に資する情報やイベントを
積極的に周知し、活用を働きかけながら、組織として県内就職に
向けた取組みの充実を図り、就職者に占める県内への就職者の割
合について過去３年間の平均を上回るよう努める。

　本学に対する地域の人材ニーズを把握するため、企業訪問など
様々な機会を捉え情報収集を行うとともに、必要に応じてアン
ケート調査等を実施する。
　また、県などの関係機関が実施する県内就職に資する事業と連
携し、学生への周知や積極的な参加を促すとともに、県内就職し
たＯＧの講話や県内企業を訪問・見学する機会を設けるなどの取
組みを行う。

　　本学に対する地域の人材ニーズを把握するため、合同企業説明会の
機会を捉えて、参加企業から詳しい情報提供を得るべく、アンケート調
査を行った。
　また、山形県の県内就職者向けの奨学金返還支援制度を学生に周知す
るとともに、県内企業に就職したＯＧの「ＯＧの話を聞く会」への招へ
い、米沢商工会議所と連携した「米短生市内企業訪問ツアー」、本学主
催の「県内企業バスツアー」を企画し、学生の参加を募って、直接企業
見学の場を設けた。
　数値目標は未達であったが、新型コロナ５類移行後首都圏への流入が
増加傾向にある中、上記の取組みの実施により昨年度並みの県内就職率
を維持した。

【参考】令和６年度県内就職率
　（目標）42.9％以上（R3～R5県内就職割合平均）
　（実績）38.3％（R7年5月末現在）

Ａ

(2) 地域社会への参画

　地域のボランティア活動や地域活性化に向けた取組みへの学生
の自主的な参加を奨励するとともに、学生に対し積極的な情報提
供に努める。

　学生の課外活動や学園祭等の活動を支援するとともに、ホーム
ページ等で広く情報提供する。
　また、学生が行う地域活性化につながる活動等について資金面
や運営面・広報面等の助言と支援を行い、地域での活動に参画す
る機会を創出する。

　大学ホームページやSNS等を活用し、学生の地域活動の様子等を発信し
た。また、米沢市からの補助金を活用し、「米沢市映えcaféオープンプ
ロジェクト」を実施し、両大学合わせて61名の学生が参加した。米沢市
内外でのフィールドワークや高校生とのイベント、「Zakkaの森」での販
売、米短大オープンキャンパスでのドリンク・フード無料提供、地域イ
ベントでの山形おやき試食、ウコギスコーンのレシピ開発と横浜での販
売、「ミナミハラアートウォーク」や「米沢駅前イルミネーションイベ
ント」等でのフード販売等を実施した。さらに、山形県議会議員との意
見交換会や、よねざわ女子café・映えcafe主催の地域住民との交流会
「ピザ会」、学生自治会主催の地域住民との交流会「喫茶エータン」を
実施し、学外の方と学生とが交流する場を創出した。

Ａ

(3) 教育研究成果の地域への還元

　本学の多様な教育研究活動及びその成果を地域に還元するな
ど、生活文化研究所の持つ機能の充実を図るとともに、県内の行
政や教育機関等の関係団体、企業及び有識者と連携して地域貢献
を行う。

　生活文化研究所の活動を中心として、県内の行政・教育機関や
企業、有識者等との共同研究を推進するとともに、その成果を還
元し、地域貢献を進める。

　生活文化研究所が中心となり、地域や社会における課題に対応した共
同研究を２件実施した。
　また、その他の外部への情報発信については、大学ホームページや紀
要、生活文化研究所報告等への掲載により行った。 Ａ

(4) 他大学との連携

　｢大学コンソーシアムやまがた｣が実施する県内大学との単位互
換や進学説明会等の活動に積極的に参画するとともに、県内他大
学との教職員や学生の交流等を通じて実効性のある連携を図る。

　「大学コンソーシアムやまがた」及び「米沢市学園都市推進協
議会」の活動に積極的に参画する。特に近接する栄養大及び山形
大学(工学部）との連携を推進していく。

　「大学コンソーシアムやまがた」に継続して参画している。県内大学
との単位互換については、前期において山形大学へ６名を派遣した（受
入れはゼロ）。また、大学等進学説明会については７回行った。
　「米沢市学園都市推進協議会」については、学長が顧問、副学長が事
業の企画立案を行う委員として参画し、入試・就職関係の情報交換を実
施するとともに、高校生向け学生情報誌の発行や地域と学生とのフォー
ラム等について、連携して実施した。

Ａ

(5) 高等学校等との連携

　高校と連携して相互のカリキュラムの調整や高校での生活状況
の情報交換など、より進んだ高大連携のあり方を検討する。
　また、高校生への本学教員による出前講義等を通じ、地域教育
への貢献を行うとともに、本学への県内進学を促進する。

　地域の高校との連携協定に基づいた受講生の受け入れや、県内
高校教員を対象とした大学説明会の実施、県内高校等への出前講
座及び高校訪問の実施について検討し、積極的に行う。
　また、そうした機会を活用し、高大連携のあり方や地域のニー
ズに合ったカリキュラムを模索するために、大学と高校の実情等
について積極的に情報交換を行う。
　以上のような活動を通して、地域教育への貢献を行うととも
に、県内進学者の増加に努める。

　連携協定に基づく高校生の受講受け入れは、７教科で延べ19名（米沢
工業高校、米沢東高校、高畠高校）であったほか、本学教員を高校へ派
遣して模擬講義（新庄北高校、天童高校）を実施し、地域教育に貢献し
た。
　また、県内高校を対象とする大学説明会（６月：参加24校25名）の開
催や、参加がなかった県内の志願実績校及び入学実績校等を対象に高校
訪問（６～７月、12月：県内33校(ほか県外151校)）を実施し、高校の教
員と情報交換、意見交換を行い、県内からの進学者の増加に努めた。

Ａ

　地域が求める人材像を把握
し、教育課程やキャリア支援
に反映させるとともに、関係
機関と連携して地域で活躍す
る人材の輩出に努め、県内就
職の促進を図る。

　生活文化研究所の活動等を
通じ、行政、他の教育・研究
機関、県内企業等と連携し、
地域の活性化のための取組を
推進するなど、教育研究の成
果を地域に還元する。

　大学の有する知的資源のよ
り効果的な活用、情報発信及
び高校生の県内進学の促進を
を図るため、大学コンソーシ
アムやまがたへの積極的な参
画により単位互換に取り組む
など、他大学との連携を推進
する。

　高校生等の学習意欲の喚起
や進路選択に資するため、県
内高等学校等との連携を推進
する。

　ボランティア活動や地域活
性化に向けた取組への参加
等、課外活動を含む学生の地
域社会への参画を支援するこ
とにより、学生の地域理解を
醸成する。

28



第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

(6) 県民への学びの機会の提供

　開かれた高等教育機関として、地域のニーズに即した公開講座
等を開催するほか、リカレント教育を目的とした授業の開放を、
リモート等による手法も視野に入れながら実施する。

　地域のニーズに即した公開講座や講師派遣を実施し、地域住民
や児童生徒に対して「学び」の機会を提供する。
　また、新しい生涯学習・リカレント教育の一環として「授業の
開放」を行うため、単位認定を目的としない聴講生制度をさらに
拡充し、今年度は前期から実施する。

　令和６年度は、公開講座を計３回（１講座）、講師派遣を12件実施
し、地域住民や児童生徒に対して「学び」の機会を提供した。
　また、聴講生制度については前期で５名、後期で２名受入れを行っ
た。 Ａ

４　国際交流に関する目標を達成するための措置

ア　｢異文化理解実習｣について検証し、必要に応じて改善を図
る。
　また、地域の国際交流活動への積極的な参加などを通じ、多文
化共生への理解と国際感覚のある学生の育成に努める。

ア　コロナ禍で実施を見送ってた「異文化理解実習」について、
より多くの学生が参加できるよう、実施内容を見直し、実施再開
を図る。

ア　「異文化理解実習」は、渡航費用の高騰等を考慮し、単位数を２単
位から１単位に変更して旅行期間を２週間から１週間に短縮すること
で、旅行代金をなるべく抑え、できるだけ多くの学生が参加できるよう
にした。２月下旬から３月上旬にシンガポールで実施し、14名の学生が
参加した。
　また、７月には「米沢市映えcaféオープンプロジェクト」の学生によ
る国際交流イベント「３Ｅカフェ」を開催し、外国出身の方11名、地域
の方８名、両大学の学生31名が参加した。栄養大生による国際色豊かな
フードの提供を行い、学生自ら企画した内容により参加者が相互に交流
を深めた。

Ａ

イ　本学教員の国際学会への出席の支援などを通じ、海外の情報
収集に努め、その成果を教育研究に活用する。

イ　国際化に対応した教育研究を推進するため、本学教員の国際
学会への出席や海外での研究活動を支援する。

イ　国際化に対応した教育研究を推進するため、本学教員の国際学会へ
の出席を推奨したり、科学研究費の国際研究メニューや各団体の国際研
究の募集を周知するなど海外での研究活動を支援した。なお、海外での
研究活動の実績は無かった。

Ａ

　国際的な視野を持ち活躍できる
人材を育成するため、海外の情報
の収集を積極的に行い、その成果
の活用や、海外の教育機関等との
交流を通じて、国際化に対応した
教育研究を展開する。

　公開講座やリカレント教育
を目的とした授業の開放等、
地域のニーズに合わせた学び
の機会を充実することで、社
会人の学び直しを促進する。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ２ 29 １ ０ 32 

割 合 6.3％ 90.6％ 3.1％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

小項目別評価は、１項目でＢ評価となっているものの、２項目でＳ評価、29項目でＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向け

て順調に進んでいると認められる。 

各学科とも教育研究上の理念を踏まえ、教職員の綿密な連携体制のもと教育目標を着実に遂行した。また、学科会や委員会を中心に、教育研究や学生

の確保、学生支援、地域貢献等に関する課題を把握し、それらの解消に主体的かつ積極的に取り組んだところである。 

学生の意見を反映させた教育環境の整備を進めるため、学生の意見の意見聴取機会の確保に努めているところであるが、特に令和６年度は、学生アン

ケートの実施方法の改善を図ったことでより多くの声を集めることができた。また、キャリア支援においてはオンライン等も活用しながら学生の進路希

望に応じた各種支援事業に取り組んだ結果、編入学を希望する学生の編入学率100％を達成した。 

学生の確保については、入試形態ごとの志願者倍率が目標を下回った点において、年度計画を十分には実施されなかった。 
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大項目 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

  

中期目標 

１ 運営体制の改善に関する目標 

２つの大学を一体的かつ戦略的に運営できるよう、理事長のリーダーシップのもと、ガバナンス体制を明確にし、機動的、効率的な運

営体制で情報の収集・分析を進めるとともに、学外の有識者及び専門家を積極的に任用し、幅広い意見を求め、開かれた大学運営を図

る。 

２ 教育研究組織の改善に関する目標 

教育研究の進歩や、社会の変化及び地域のニーズに的確に対応した優れた教育研究を実施するため、教育研究組織や教育課程の継続的

な点検、見直しを進める。特に、山形県立米沢女子短期大学においては、これまでの教育研究の成果を土台に、教育研究機能の在り方に

ついて、県と連携しながら検討を行う。 

３ 人事の適正化に関する目標 

大学の教育研究の活性化を図るため、公立大学法人の特長を生かした人事制度により、教育研究の質の向上に資する優れた教員を継続

的に確保するとともに、専門性の高い大学の業務に精通した職員を確保、育成する。 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標 

事務の効率的、合理的な執行のため、事務処理の簡素化、外部委託の活用を含めた事務組織及び業務の継続的な見直しを進める。 
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

ア　機動的、効率的な法人・大学運営のため、学長裁量経費を活
用するなど、理事長・学長がリーダーシップを発揮できるよう各
理事・管理職がその担当分野において理事長・学長を補佐する執
行体制を強化する。また、不断の情報収集により学生や社会の
ニーズを的確に把握し、将来を見据えた戦略的な運営に取り組
む。

ア　機動的・効率的な法人及び大学運営が行われるよう、法人役
員等による定期的な会議を通して各理事及び管理職が情報を共有
し、理事長を補佐する執行体制の強化に努めるとともに、理事
長・学長の裁量に基づく経費の活用などにより戦略的な運営に取
り組む。

ア　理事長・学長、学内理事等で構成する法人役員会議を月１回程度定
期的に開催し、理事及び管理職による情報共有を図り、理事長を補佐す
る執行体制の強化に努めた。
　また、中期計画推進委員会のもと、年度計画上の課題解決に向けた取
組みに対して優先的に予算配分するなど、理事長の裁量に基づく重点的
な予算配分を行った。

Ａ

イ　１法人２大学運営方式のメリットを発揮するため、委員会等
の学内組織を不断に検証し、その機能向上への取組みを進める。

イ　より効果的な運営体制の構築を目指し、委員会等の学内組織
について、法人役員会議で検証を行い、必要に応じて見直しを行
う。

イ　各委員会の業務執行に際し、１法人２大学運営の特性上、両大学で
共通する課題もあることから、自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会や図書館
情報委員会では、案件によって合同で委員会を開催するなど、十分に連
携を図るとともに、効率的な運営に努めた。 Ａ

ウ　透明性を確保し開かれた大学運営を推進するため、学外有識
者や専門家を理事や審議会委員へ積極的に登用する。

ウ　幅広い意見を大学運営に反映できるよう、理事や審議会委員
の改選にあたっては、学外有識者や専門家を積極的に登用する。

ウ　令和６年度は、学外の理事２名、教育研究審議会委員２名の改選が
あり、理事については団体役員及び行政経験者を、教育研究審議会委員
には他の大学関係者２名をそれぞれ登用し、幅広い意見を大学運営に反
映できる体制を整えた。

Ａ

２　教育研究組織の改善に関する目標を達成するための措置

ア　社会の変化や地域のニーズを踏まえ、様々な見地から教育研
究組織や教育課程上の課題を把握し、不断に検証する。

ア　栄養大では、内部質保証専門部会により、カリキュラムマッ
プ等の検討を行う。
　米短大では、昨年度立ち上げた内部質保証専門部会により、教
育課程の点検を行い、カリキュラム改善に向けた作業を行う。

ア　栄養大では、内部質保証専門部会で検討した後、教務学生委員会を
中心にカリキュラムマップを作成し大学HPで公開した。
　また、栄養大では「山形県立米沢栄養大学の内部質保証に関する方針
に基づく自己点検及び評価のガイドライン」を、米短大では、「山形県
立米沢女子短期大学の内部質保証に関する方針に基づく自己点検及び評
価のガイドライン」を策定、各大学において自己点検及び評価の実施体
制を構築し、自己点検・評価を実施する取り組みを開始させた。

Ａ

イ　米沢女子短期大学については、第２期中期計画期間中に実施
した教育研究機能の在り方の検討結果も踏まえつつ、引き続き長
期的な視点から、県と連携した検討を行う。

イ　米短大における今後のカリキュラムの改善に向けた検討や、
教育研究に支障が生じることの無いよう、施設・設備の計画的な
整備・改修を行い、ハード・ソフト両面から教育研究機能の充実
を図る。

イ　米短大における今後のカリキュラムの改善に向けた検討や、教育研
究に支障が生じることが無いよう、施設・設備の計画的な整備・修繕を
行うこととし、令和６年度は、体育館の照明設備ＬＥＤ化更新工事、教
室の視聴覚機器更新・増設工事、学寮正面の舗装修繕工事、学寮食堂厨
房の換気扇改修等を行った。

Ａ

３　人事の適正化に関する目標を達成するための措置

ア　教育研究の質の向上及び大学業務運営の改善に向け、優れた
教員の継続的な確保に努める。
　また、教員の採用等にあたっては、手続きや選考基準を明確に
し、公正で透明性の高い運用に努める。

ア　各教員の専門領域や資質・適正を考慮のうえ、効果的な教育
を実現できる教員、外部講師等の配置に努めるとともに、教員の
採用及び選考にあたっては、両大学の人事に関する規程等に基づ
き、適切に手続きを進める。
　また、男女共同参画や女性の職業生活における活躍の推進の観
点から、女性研究者の育成及び支援に努める。

ア　教育研究の質の維持・向上のため、人事に関する規程等に基づき研
究実績を精査し、教員の採用及び昇任の手続きを行った。さらに、人事
の透明性と公平性を担保する観点から、役員会議・教授会に加え、外部
委員が所属する審議会における審議を行い、職員の採用及び昇任の手続
きを進めた。各教員の専門領域や資質・適性を考慮のうえ、効果的な教
育を実現できる教員、外部講師等の配置に努めるとともに、教員の採用
及び選考にあたっては、両大学の人事に関する規程等に基づき、適切に
手続きを進めた。
　また、女性研究者の研究とライフイベントの両立を支援するため、研
究活動を補助する研究支援員制度を実施し、米短大教員１名の利用が
あった。

Ａ

第３期 中期目標

　２つの大学を一体的かつ戦略的
に運営できるよう、理事長のリー
ダーシップのもと、ガバナンス体
制を明確にし、機動的、効率的な
運営体制で情報の収集・分析を進
めるとともに、学外の有識者及び
専門家を積極的に任用し、幅広い
意見を求め、開かれた大学運営を
図る。

　教育研究の進歩や、社会の変化
及び地域のニーズに的確に対応し
た優れた教育研究を実施するた
め、教育研究組織や教育課程の継
続的な点検、見直しを進める。
　特に、山形県立米沢女子短期大
学においては、これまでの教育研
究の成果を土台に、教育研究機能
の在り方について、県と連携しな
がら検討を行う。

　大学の教育研究の活性化を図る
ため、公立大学法人の特長を生か
した人事制度により、教育研究の
質の向上に資する優れた教員を継
続的に確保するとともに、専門性
の高い大学の業務に精通した職員
を確保、育成する。
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第３期 中期目標

イ　教員の教育・研究活動の一層の活性化を図るため、各大学の
特性に応じた全学ＳＤ及びＦＤを継続して推進し、教員の教育・
研究能力の充実及び保証に努める。
※ＳＤ（Staff Development）
　事務職員、教員を含むすべての大学職員を対象に、必要な知識
及び技能を習得させ、能力や資質を向上させるための取組み
※ＦＤ（Faculty Development）
　教員が授業内容・方法を改善し、向上させるための組織的な取
組み

イ　教員の教育・研究活動の一層の向上及び教職員の能力向上を
目的としたＳＤ・ＦＤを実施する。
　また、他機関で実施しているＳＤ・ＦＤに関連した情報を全教
員に発信し、積極的な活用を促す。

イ　両大学合わせてＳＤ及びＦＤ研修を計８回実施した。
　両大学共通として、教員の教育・研究活動の一層の向上及び教職員の
能力向上を目的に、４月に情報セキュリティ研修会、８月に大学評価
（短期大学認証評価）に関する研修会、９月に大学における生成系ＡＩ
に関するＳＤ研修会を開催した。また、授業改善に資するように、１月
に、米短大では英語英文学科で取り組むTOEIC IPテストを活用した学習
成果の把握に関する研修会を実施し、栄養大では数理・データサイエン
ス・AI教育に関する研修会（短大教員も希望者は参加可）を実施した。
加えて、栄養大、米短大それぞれで研究倫理コンプライアンス研修会を
実施した。
　また、「大学コンソーシアムやまがた」や「ＦＤネットワークつば
さ」をはじめ、他機関で実施しているＳＤ・ＦＤに関連した情報を全教
員に発信し、積極的な活用を促した。

Ａ

ウ　事務職員について、設立団体派遣職員から法人採用職員への
計画的な切替えを図り、法人の特性にあった専門性、継続性に配
慮した人材の確保・育成に努める。

ウ　大学業務の専門性向上を図るため、自主的な研修会や各種研
修会への参加を支援するとともに、ОＪТによる実務研修等や
ジョブローテーションにより、法人採用職員のキャリア形成を継
続的に行う。

ウ　大学運営の専門性を図るため、担当業務以外の分野への参加を認め
ているほか、法人採用職員の自主的な勉強会等を奨励している。令和６
年度は、公立大学協会主催研修等への積極的な参加が見られた。

Ａ

エ　教職員を対象とした業績及び人事評価の継続的な実施を通し
て、組織目標の達成に向けた職場内のコミュニケーションを図る
ツールとして活用するなど、教職員の更なる能力向上につなげる
取組みを進める。

エ　人事評価の実施過程において、年度目標や業務の進め方等に
ついて共有を図るとともに、優秀な業績の教員に対しては、特別
研究費を交付するなど教員の研究に対するモチベーション向上と
研究活動の更なる推進を図る。

エ　業績及び人事評価の継続的な実施を通し、目標達成に向けた意識付
けや業務の進捗状況、成果等を確認しており、組織目標の達成に向けた
職場内のコミュニケーションを図るツールとして定着している。
　令和５年度を対象とした教員業績評価では、両大学でＳ評価を受けた
教員が４名おり、その中から特に優れた業績の教員２名を対象に、特別
研究費を交付した。

Ａ

４　事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置

　業務内容の多様化や業務量の変動に柔軟に対応するため、必要
に応じて組織機能の点検・見直しを行うとともに、事務処理方法
を不断に検証し、事務の簡素化・合理化が図られるよう、外部委
託やシステム化に取り組む。

　各職員が日頃から業務の効率化、業務システムの有効活用等を
心がけるとともに、事務局全体の業務の調整、事務事業の見直し
を随時行う。

　米短大総務会や各委員会等について、状況に応じた効率的な開催方法
（対面開催、電子メール開催、Web開催等）により行うなど、業務の効率
的な執行に努めた。
　また、各種アンケート等については、Microsoft Formsを積極的に活用
するなど、業務のデジタル化を進め、効率化を図った。 Ａ

　事務の効率的、合理的な執行の
ため、事務処理の簡素化、外部委
託の活用を含めた事務組織及び業
務の継続的な見直しを進める。

　大学の教育研究の活性化を図る
ため、公立大学法人の特長を生か
した人事制度により、教育研究の
質の向上に資する優れた教員を継
続的に確保するとともに、専門性
の高い大学の業務に精通した職員
を確保、育成する。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ０ 10 ０ ０ 10 

割 合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

 小項目別評価は10項目全てＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んだと認められる。 

 運営体制や組織に関しては、理事長・学長、学内理事等で構成する法人役員会議を定期的に開催し、理事長を補佐する執行体制の強化に取り組んだほ

か、学外有識者や専門家を理事や審議会委員に積極的に登用して幅広い見地からの意見を大学運営に反映させる等、十分機能したと考える。 

 また、人事に関しては、各種ＳＤ・ＦＤ研修を実施し、大学教職員としての多様な資質能力の向上を図るとともに、教員の業績を適正に評価し、評価

結果に基づき特別研究費の交付を実施している。 
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大項目 第４ 財務内容の改善に関する目標 

  

中期目標 

１ 自己収入の確保に関する目標 

（１）外部研究資金の獲得 

国や民間研究団体の制度を有効に活用するなど、外部研究資金の積極的な獲得に努める。 

（２）その他自己収入の確保 

教育の質の向上と大学の円滑な運営を図るため、授業料、入学料、入学考査料等の自己収入の確保及び大学施設・設備の活用等によ

り多様な収入の確保に努める。 

２ 経費の効率化に関する目標 

大学の教育研究の質の向上を図りつつ、業務の全般について継続的な見直しを行い、より効率的な運営により経費の節減に努める。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標 

健全な運営を確保するため、経営的視点に立ち、資産の効果的、効率的な管理及び活用並びに資金の安全な運用を図る。 
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第４　財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　自己収入の確保に関する目標を達成するための措置

(1) 外部研究資金の獲得

　国や民間研究団体等の競争的資金や共同研究、受託研究などに
よる外部研究資金を確実に獲得できるよう助成制度の仕組みや申
請方法についての研修会を開催し、全学的に積極的な資金獲得に
努める。

  学部研究資金を積極的に獲得するため、学外の有識者や学内の
外部資金既得者による競争的外部資金獲得のための研修会を開催
する。
　また、学外の各種資金支援制度の周知を図り、積極的な活用を
呼び掛ける。

　科学研究費に関して公立大学協会の動画「科研費申請の最新動
向について」の公開を周知し、視聴を促すほか、外部資金獲得に
関する学外研修会の案内や公募案内等の情報を共有するなど、学
部研究資金を積極的に獲得するための情報共有を行った。
　また、教員の研究倫理の向上に資するため、全教員の参加を義
務付けた両大学のコンプライアンス推進責任者（兼 研究倫理教育
責任者）による研究倫理コンプライアンスに関する研修会を実施
した。

Ａ

(2) その他自己収入の確保

　大学の財政基盤安定のため、授業料、入学料、入学考査料の安
定的かつ確実な納付の確保を図る。
　また、教育、研究、地域貢献、学生支援、施設整備等に充てる
ことを目的にした法人基金についての周知に努め、個人や法人か
らの積極的な寄付等を呼び掛ける。

　授業料、入学料などの確実な納付を図るため、一部免除者、徴
収猶予者及び支払遅延者の状況を把握し、適宜、適切な督促・指
導等を行い、未納防止に努める。
　また、法人基金の募集について、様々な機会を捉えて周知を行
う。

　入学料の未納は無かった。授業料については一部支払遅延者や
徴収猶予者がいたが、遅延者には文書督促に加えて適宜電話督促
を行い、徴収猶予者には支払いに充てる収入を確認する等納入へ
の意識づけを行うことで、未納防止を図った。
　また、法人基金の募集について、法人の同窓会組織を通じて周
知を行った。

Ａ

２　経費の効率化に関する目標を達成するための措置

　省エネルギー対策やリサイクル等に関する教職員の意識向上を
図るほか、物品や備品の購入・契約方法の見直し等により、管理
的経費の節減を図る。

　一層の経費節減に向け、引き続き全教職員の意識を高め、冷暖
房機器の温度調整、ＬＥＤ照明への交換、印刷物の電子化・会議
の見直し等によるペーパーレス化、裏紙利用・両面印刷・Nアップ
印刷及びカラー印刷の厳選等による印刷経費の節減等により管理
的経費の節減を図る。

　夏季の節電計画を策定し、学内に周知し節電に努めた。７月は
猛暑のため目標達成することができなかったが、８～９月は目標
達成できた。また、無理のない範囲での暖房機器の温度設定や不
要な照明の消灯など、省エネに務めた。コピー用紙については、
ミスコピー用紙の裏面利用を行い経費の削減に努めた。
　照明設備のＬＥＤ照明への更新を短大体育館と栄養大棟で実施
し、省電力化を図った。
　今後、不要な照明の消灯を徹底し、順次ＬＥＤ照明への交換や
両面印刷及びミスコピー用紙の裏紙利用など、省エネに努めると
ともに経費削減を図っていく。

Ａ

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

　資産の活用については、大学施設の有効活用とそこからの収益
を確保するため、施設の有料による地域開放について広く周知を
図る。
　また、資金の運用について、資金管理規程に基づき適正な管理
に努める。

　大学施設の有料での地域開放について、その使用料を含め本学
のホームページなどで引き続き周知し、施設の有効活用を図る。
　また、会計関連規程に基づいた適正な資金管理を引き続き行う
とともに、短期の定期性預金などにより、安全かつ効果的に余裕
資金を運用し、収入の増加を図る。

　資産の有効活用として、ホームページにより大学施設の地域開
放について周知を行った。地域からの施設利用申請は21件（うち
有料13件）であった。
　また、資金の運用については年間の資金計画を策定し、予算執
行状況の定期的な確認を実施するとともに、余裕資金については
安全な短期の譲渡性預金での運用を行った。

Ａ

第３期 中期目標

　国や民間研究団体の制度を
有効に活用するなど、外部研
究資金の積極的な獲得に努め
る。

　教育の質の向上と大学の円
滑な運営を図るため、授業
料、入学料、入学考査料等の
自己収入の確保及び大学施
設・設備の活用等により多様
な収入の確保に努める。

　大学の教育研究の質の向上を図
りつつ、業務の全般について継続
的な見直しを行い、より効率的な
運営により経費の節減に努める。

　健全な運営を確保するため、経
営的視点に立ち、資産の効果的、
効率的な管理及び活用並びに資金
の安全な運用を図る。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ０ ４ ０ ０ ４ 

割 合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

 小項目別評価は４項目全てＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んだと認められる。 

自己収入の確保について、外部研究資金を積極的に獲得するため、外部資金獲得に関する学外研修会等の情報提供を行ったほか、同窓会組織を通じて

法人基金募集の周知を行うなど、全学的に自己収入の確保を推進した。 

経費の効率化については、LED照明への更新を進め省電力化を図るとともに、夏季・冬季の節電を推進するなど、管理的経費の効率的な執行を行い、経

費の削減に努めた。 
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大項目 第５ 自己点検、評価及び情報の提供に関する目標 

  

中期目標 

１ 評価の充実に関する目標 

大学の教育研究の質の向上を図るため、諸活動について多面的な自己点検、評価を行い、その結果を公表するとともに、教育研究活動

や業務運営の改善に継続して取り組む。 

２ 情報公開及び情報発信の推進に関する目標 

公的資金を基盤として運営される公立大学法人として、運営の透明性を高め、社会に対する説明責任を果たすため、教育研究及び組織

運営の状況に関する情報を積極的に公開するとともに、地域の発展に資するため、教育研究の成果及び人的資源に関する情報を積極的に

発信する。 
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第５　自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　評価の充実に関する目標を達成するための措置

　外部評価機関による評価結果を基に、大学の教育研究水準の維
持、向上を図るため、総合的な自己点検・評価と改善・改革の作
業に継続して取り組み、その内容を公表し、大学教育の内部質保
証の更なる充実を図る。
※内部質保証
　ＰＤＣＡサイクル等を適切に機能させ、大学の質を維持し向上
させる仕組み

  令和５年度に制定した「内部質保証に関する方針」に基づき、
内部質保証専門部会を中心として、自己点検・評価の実施と結果
の公表を行い、大学教育の内部質保証を推進する。

 令和５年度に制定した「内部質保証に関する方針」をより具体化し、大
学全体の質保証体制を一層強化するため、今後の自己点検・評価の基盤
となる「自己点検及び評価のガイドライン」および「自己点検・評価項
目」を新規に策定した。このガイドラインに則り、策定した「自己点
検・評価項目」を用いて、令和6年度の自己点検を実施した。これによ
り、これまで以上に網羅的かつ具体的な視点から本学の教育研究活動の
現状を把握できただけでなく、具体的な改善策の策定に向けた示唆を得
ることができた。この自己点検の実施は、長年の懸案事項であった大学
全体のPDCAサイクル確立に向けた大きな一歩となるものである。
　また、栄養大では学修成果自己評価システムの運用を開始し、米短大
においても学科ごとにルーブリック評価や各種検定試験の結果等を活用
した学修成果の把握のための取り組みを進めた。それに加えて、栄養大
では内部質保証専門部会での検討をもとに、教務学生委員会を中心にカ
リキュラムマップの作成・公開がなされるなど、教育研究水準の維持・
向上を図るための改善の取り組みが進められた。

Ｓ

２　情報公開及び情報発信の推進に関する目標を達成するための措置

ア　大学運営の透明性を高めるため、財務状況や大学の目標・計
画・外部評価の結果を広範に公開する。

ア　財務諸表や事業報告書、年度計画等の法人の運営に関する情
報について、積極的かつ速やかに公開する。

ア　財務諸表や事業報告書、年度計画等の法人の運営に関する情報につ
いて、速やかにホームページで公開した。

Ａ

イ　大学の特色や魅力を広く内外に発信するため、大学ホーム
ページや大学案内、ＳＮＳなど、多様な情報発信媒体の充実及び
有効活用を図るとともに、多様な機会を通じて広報の強化を図
る。

イ　２大学及び法人のホームページ機能強化のためのリニューア
ルを実施すると同時に、大学案内の作成やホームページの随時更
新により、学生の教育研究活動や地域での活躍などの情報を紹介
していく。
　また、ＳＮＳ等の多様な情報発信媒体を効果的に活用しなが
ら、大学の特色や魅力を積極的に発信していく。

イ　２大学及び法人のホームページのリニューアルを実施し、セキュリ
ティ及び機能等を向上させるとともに、これまでのホームページにはな
かったコンテンツ（卒業生の活躍や在学生のキャンパスライフを紹介す
るページ、イメージ動画など）を新たに作成し内容を充実させた。
　また、両大学の特徴や魅力的なカリキュラム、大学（学生）生活の状
況が伝わる内容を盛り込んだ2026大学案内の制作を進めた。
　あわせて、ホームページやＳＮＳを活用して学内外での学生活動や入
試情報、公開講座などについて時機をとらえて掲載・投稿したほか、マ
スコミへの情報提供を積極的に行い露出を高めた。

Ａ

ウ　情報公開制度及び個人情報保護制度の理解に努め、開示請求
に適切に対応するとともに、個人情報を含んだ情報の適切な管理
運用を行う。

ウ　法人が保有する個人情報の管理及び個人情報の開示請求につ
いて、適宜点検を実施しながら適切に対応していく。

ウ　取得した個人情報の利用及び開示請求が適切に取扱われているかを
決裁過程において複数人で点検するようにした。

Ａ

第３期 中期目標

　大学の教育研究の質の向上を図
るため、諸活動について多面的な
自己点検、評価を行い、その結果
を公表するとともに、教育研究活
動や業務運営の改善に継続して取
り組む。

　公的資金を基盤として運営され
る公立大学法人として、運営の透
明性を高め、社会に対する説明責
任を果たすため、教育研究及び組
織運営の状況に関する情報を積極
的に公開するとともに、地域の発
展に資するため、教育研究の成果
及び人的資源に関する情報を積極
的に発信する。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 １ ３ ０ ０ ４ 

割 合 25.0％ 75.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

 小項目別評価は１項目でＳ評価、３項目でＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいると認められる。 

令和５年度に制定した「内部質保証に関する方針」に従い、両大学の内部質保証専門部会を中心に策定した「自己点検及び評価のガイドライン」に基

づいて自己点検・評価項目等を作成し、自己点検・評価を実施していく取り組みを開始させた。 

情報公開の推進に関しては、大学運営の透明性の確保のため法人情報の積極的な情報公開に努めた。また、ホームページをリニューアルし、セキュリ

ティ及び機能の向上や内容の充実を図ったほか、ＳＮＳ等の多様な媒体も活用しながら情報発信・広報活動に努めた。 
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大項目 第６ その他業務運営に関する目標 

  

中期目標 

１ 安全管理に関する目標 

大学の学内における事故、犯罪及び災害による被害発生の未然防止や安全衛生管理の充実に努めるとともに、事故や災害等の危機が発

生した場合に適切かつ迅速に対応できるよう、教職員や学生に対する安全教育の推進や関係機関との連携を図る。 

２ 人権に関する目標 

学生及び教職員の人権意識の向上を図るとともに、人権侵害や各種ハラスメントを防止するための取組を推進する。 

３ 法令遵守に関する目標 

適正な業務運営の保持増進を図るため、法令遵守を徹底する取組を推進する。 
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第３期 中期計画 令和６年度　年度計画 令和６年度　業務実績
自己
評価

第６　その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　安全管理に関する目標を達成するための措置

ア　労働安全衛生法等関係法令及び学内規程に基づき、職員の健
康管理を含めた安全衛生管理体制の充実を図る。

ア　衛生委員会が中心となって、職員の健康管理に係る情報提供
やストレスチェックの実施、職場巡視等を行い、職員の健康の保
持増進、職場環境の改善に努める。

ア　５月及び６月に全職員（免除対象者を除く）を対象とした定期健康
診断及びストレスチェックを実施し、要精検者へは受診勧奨するととも
に、衛生委員会において診断結果の傾向と注意点について全職員へ周知
するなど、職員の健康保持増進に努めた。
　また、職場巡視を実施し、全職員に対し結果の周知と注意喚起を行
い、職場環境の改善に努めた。

Ａ

イ　学内施設・設備及び大学周辺の防犯・安全対策の状況を適時
点検し、事故や犯罪による被害の未然防止に努める。
　また、危機管理マニュアルを随時点検・整備し、有事を想定し
た実践的な訓練を行うことにより、教職員や学生に対する安全教
育の徹底を図るとともに、普段から関係機関との連携体制の強化
を図る。

イ　大雨等の警報発令や大学周辺での不審者事案、熊の出没等の
事態が発生した際は、迅速に学内に注意喚起を行い、被害防止に
努める。
　また、そうした事態に備え、随時危機管理マニュアルの点検・
整備を行うとともに、警察等関係機関との情報共有・連携に努め
るほか、年１回消防訓練を実施する。

イ　不審者情報が寄せられた際には、警察に情報提供するとともにLINE
により迅速に学生に周知した。熊の出没情報についても同様に、LINEに
より迅速に学生に周知を行った。
　また、昨年度に引き続き、全学生・教職員参加による消防訓練を実施
した。 Ａ

ウ　ＩＣТの活用が進む社会における大学の情報資産のセキュリ
ティの確保について、技術の進展などを踏まえた見直しを行い適
切な対応を行う。

ウ　大学の情報システムや情報機器を含むネットワーク環境につ
いて、随時点検・整備するとともに、情報セキュリティポリシー
に基づく講習・周知を行う。

ウ　大学の情報システムや情報機器を含むネットワーク環境について
は、保守業者と連携し、随時、点検・整備を行っている。
　また、年度当初（４月）に情報セキュリティ研修会を実施し、情報セ
キュリティを取り巻く最新の脅威やその対策等を周知したほか、不正ア
クセスの検知システムを運用し、不正アクセスの早期発見・対策に資す
るよう不正アクセスが疑われる教職員及び学生に随時注意喚起を行っ
た。
　さらに、ワンタイムパスワードによる二重認証システムにより、学外
からの不正アクセスについて十分に注意を払い、セキュリティの強化を
図っている。

Ａ

２　人権に関する目標を達成するための措置

　教職員や学生の人権意識の向上や各種ハラスメントの防止のた
め、研修会を開催するなど意識の啓発に努める。
　また、万一、各種ハラスメント事案が発生した場合は、関係当
事者のプライバシーに配慮しながら、迅速かつ適切な対応を図
る。

　ハラスメントに関する国の動きや人権意識向上を含めた研修会
を開催し、全教職員に受講を義務づけ、ハラスメントの発生防止
に努める。
　ハラスメント事案が発生した際は迅速に調査を行い、ハラスメ
ント対策委員会と相談室が緊密に連携しつつ、関係当事者のプラ
イバシーに配慮しながら、適切に対応する。

　外部講師を迎えてのハラスメント防止・メンタルヘルス研修会は調整
がつかず開催できなかったが、新任者研修会や教授会その他の機会をと
らえて理事長から注意の促しや意識の啓発がなされた。
　申立てのあったハラスメント事案については、外部専門家を含む調査
委員会を設置し丁寧な調査を実施し適切に対応した。関係当事者のプラ
イバシーに十分配慮しながら引き続き対応にあたっていく。

Ａ

３　法令遵守に関する目標を達成するための措置

ア　教職員に対し、機会を捉えて研修会や啓発活動を通じて、法
令遵守の徹底と学内における相談・通報体制の周知に努める。

ア　コンプライアンスを推進するための研修会を開催し、教職員
の法令遵守に対する意識の向上に努める。

ア　両大学において、全教員を対象にコンプライアンス推進責任者（学
部長・副学長）による研修を実施し、全教員が受講した。

Ａ

イ　監事による監査のほか、内部監査を定期的に実施し、それら
の結果を運営改善に反映させる。

イ　適正な業務運営を確保するため、年１回定期の内部監査を実
施するとともに、必要に応じ随時の内部監査を行う。
 また、必要に応じ監事に対して内部監査の質の向上を図るため
に助言を求める。

イ　９月に両大学の科学研究費、３月に証明書の交付に係る内部監査を
実施し、概ね適正に執行されていることを確認した。

Ａ

第３期 中期目標

　大学の学内における事故、犯罪
及び災害による被害発生の未然防
止や安全衛生管理の充実に努める
とともに、事故や災害等の危機が
発生した場合に適切かつ迅速に対
応できるよう、教職員や学生に対
する安全教育の推進や関係機関と
の連携を図る。

　学生及び教職員の人権意識の向
上を図るとともに、人権侵害や各
種ハラスメントを防止するための
取組を推進する。

　適正な業務運営の保持増進を図
るため、法令遵守を徹底する取組
を推進する。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ０ ６ ０ ０ ６ 

割 合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

小項目別評価は６項目全てＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいると認められる。 

全職員を対象とした健康診断・ストレスチェックを実施し、その結果を活用してフォローアップを行うなど、教職員の健康管理に努めた。 

 教職員の人権や法令遵守の徹底に関しては、各種研修会の開催や機会をとらえた注意喚起などを通じ、ハラスメント防止やコンプライアンス推進につ

いての意識向上を図った。 
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令和６年度 年度計画 令和６年度　業務実績

１　予算(令和３年度～令和８年度) １　予算(令和６年度) １　決算(令和６年度)

　運営費交付金は一定の仮定の下に試算したものであり、各事業年度の運営費交付金については、
予算編成過程において決定される。
【人件費の見積り】
　中期目標期間中総額4,627百万円を支出する。
　人件費の見積りについては、令和２年度の現員を基準として毎事業年度(令和３年度から令和８
年度まで)の役員及び職員の人件費を算定している。
　退職手当については、山形県公立大学法人職員退職手当規程により算定する。
【運営費交付金の算定方法】
　令和３年度から令和８年度までの毎事業年度の運営費交付金は、次の算式により算定した。
　運営費交付金＝(①＋②＋③＋④)－(⑤＋⑥＋⑦)
①人件費　　上記人件費の見積りのとおり
②教育研究経費
　令和３年度の所要額を積算し、その所要額で毎事業年度を算定
③一般管理費
　令和３年度の所要額を積算し、毎事業年度1.0％程度の経費節減を見込んで算定
④特別経費
　中期計画を基準に各事業年度の事業実態に応じて個別に所要額を算定
⑤自己収入
　授業料及び入学料については定員で算定し、その他の収入については過去の実績を参考にして算
定
⑥補助金等収入
　米沢市から受け入れる負担金額を算定
⑦目的積立金取崩
　前中期目標期間繰越積立金見込み額を算定

第３期 中期計画

第７  予算(人件費の見積もりを含む)、収支計画及び資金計画

区分 金額

収入

　運営費交付金 3,962

　補助金等収入 60

　自己収入 2,158

　　授業料等収入 2,033

　　その他の収入 125

　受託研究等収入 15

　目的積立金取崩 26

計 6,221

支出

　業務費 5,274

　　教育研究経費 647

　　人件費 4,627

　一般管理費 932

　受託研究等経費 15

　施設整備費 0

計 6,221

(単位：百万円)
区分 金額

収入
　運営費交付金 771,379
　補助金等収入 0
　自己収入 331,052
　　授業料等収入 321,726
　　その他の収入 9,326
　受託研究等収入 200
　目的積立金取崩 10,772

計 1,113,403
支出
　業務費 960,011
　　教育研究経費 192,306
　　人件費 767,705
　一般管理費 153,192
　受託研究等経費 200
　施設整備費 0

計 1,113,403

(単位：千円)
区分 決算額 増減

収入

　運営費交付金 720,053 △51,326

　補助金等収入 1,000 1,000

　自己収入 325,388 △5,664

　　授業料等収入 314,781 △6,945

　　その他の収入 10,607 1,281

　受託研究等収入 4,730 4,530

　目的積立金取崩 9,550 △1,222

計 1,060,721 △52,682

支出

　業務費 948,024 △11,987

　　教育研究経費 188,229 △4,077

　　人件費 759,795 △7,910

　一般管理費 128,307 △24,885

　受託研究等経費 5,037 4,837

　施設整備費 0 0

計 1,081,368 △32,035

(単位：千円)
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令和６年度 年度計画 令和６年度　業務実績第３期 中期計画

２　収支計画(令和３年度～令和８年度) ２　収支計画(令和６年度) ２　収支決算(令和６年度)

３　資金計画(令和３年度～令和８年度) ３　資金計画(令和６年度) ３　資金決算(令和６年度)

    区分 金額

資金支出 6,221

　業務活動による支出 5,987

　投資活動による支出 0

　財務活動による支出 234

　次期中期計画期間への繰越金 0

資金収入 6,221

　業務活動による収入 6,195

　　運営費交付金による収入 3,962

　　補助金等による収入 60

　　授業料等による収入 2,033

　　受託研究等による収入 15

　　その他の収入 125

　投資活動による収入 0

　　施設等整備による収入 0

　財務活動による収入 0

　前期中期計画期間よりの繰越金 26

(単位：百万円)

区分 金額

費用の部 6,497

　業務費 5,298

　　教育研究経費 656

　　受託研究費等 15

　　人件費 4,627

　一般管理費 905

　その他費用 0

　施設整備費 0

　減価償却費 294

収益の部 6,497

　運営費交付金収益 3,718

　補助金等収益 60

　授業料収益 1,734

　入学金収益 451

　入学考査料収益 74

　受託研究等収益 15

　その他の収益 125

　目的積立金取崩 26

　資産見返負債戻入 294

(単位：百万円)

区分 金額
費用の部 1,167,209
　業務費 977,863

　　教育研究経費 209,958

　　受託研究費等 200
　　人件費 767,705

　一般管理費 127,493

　その他費用 0
　施設整備費 0

　減価償却費 61,853

収益の部 1,167,209

　運営費交付金収益 771,379

　補助金等収益 789

　授業料収益 290,213

　入学金収益 75,315

　入学考査料収益 9,215
　受託研究等収益 200
　その他の収益 9,326
　臨時利益 0
　目的積立金取崩 10,772

(単位：千円)

    区分 金額
資金支出 1,113,403
　業務活動による支出 1,065,062
　投資活動による支出 0
　財務活動による支出 48,341
　次年度への繰越金 0
資金収入 1,113,403
　業務活動による収入 1,102,631
　　運営費交付金による収入 771,379
　　補助金等による収入 0
　　授業料等による収入 321,726
　　受託研究等による収入 200
　　その他の収入 9,326
　投資活動による収入 0
　　施設等整備による収入 0
　　長期貸付金の回収による収入 0
　　利息受取額 0
　財務活動による収入 0
　前年度からの繰越金 10,772

(単位：千円)

 区分 決算額 増減

費用の部 1,134,868 △32,341

　業務費 959,295 △18,568

　　教育研究経費 191,414 △18,544

　　受託研究費等 8,086 7,886

　　人件費 759,795 △7,910

　一般管理費 119,328 △8,165

　その他費用 0 0

　施設整備費 0 0

　減価償却費 56,245 △5,608

収益の部 1,135,076 △32,133

　運営費交付金収益 736,800 △34,579

　補助金等収益 1,789 1,000

　授業料収益 288,871 △1,342

　入学料収益 66,519 △8,796

　入学考査料収益 7,527 △1,688

　受託研究等収益 13,413 13,213

　その他の収益 10,607 1,281

　臨時利益 0 0

　目的積立金取崩額 9,550 △1,222

(単位：千円)

    区分 決算額 増減

資金支出 1,241,942 128,539

　業務活動による支出 1,052,730 △12,332

　投資活動による支出 7,318 7,318

　財務活動による支出 48,341 0

　次年度への繰越金 133,553 133,553

資金収入 1,241,942 128,539

　業務活動による収入 1,056,474 △46,157

　　運営費交付金による収入 720,053 △51,326

　　補助金等による収入 1,000 1,000

　　授業料等による収入 322,157 431

　　受託研究等による収入 6,215 6,015

　　その他の収入 7,049 △2,277

　投資活動による収入 1 1

　　施設等整備による収入 0 0

　　長期貸付金の回収による収入 0 0

　　利息受取額 1 1

　財務活動による収入 0 0

　前年度からの繰越金 185,467 174,695

(単位：千円)
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令和６年度 年度計画 令和６年度 業務実績

第８  短期借入金の限度額

１  短期借入金の限度額
　　１億円(事業年度の年間運営費の概ね１月程度)

２  想定される理由
　　運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費

１  短期借入金の限度額
　　１億円

２  想定される理由
　　運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費

１　短期借入金の状況
　　なし

第９  出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に関する計画

　なし 　なし 　なし

第10  第９に規定する財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画

　なし 　なし 　なし

第11  剰余金の使途

　決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上、地域への優秀な
人材の輩出等の地域貢献の取組み及び組織運営の改善に充てる。

　決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上、地域への優秀な
人材の輩出等の地域貢献の取組み及び組織運営の改善に充てる。

　なし

第12  山形県公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則で定める業務運営に関する事項

１  施設及び設備に関する計画
　　中期目標を達成するために必要な業務の実施状況を勘案した施設・設備
　の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等を行う。

２  人事に関する計画
　　第３の３「人事の適正化に関する目標を達成するための措置」に記載の
　とおり

３  積立金の使途
　　前中期目標期間繰越積立金については、教育研究の質の向上、地域への
　優秀な人材の輩出等の地域貢献の取組み及び組織運営の改善に充てる。

４  その他法人の業務運営に関し必要な事項
　　なし

１　施設及び設備に関する計画
　　中期目標を達成するために必要な業務の実施状況を勘案した施設・設備
　の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等を行う。

２　人事に関する計画
　　第３の３「人事の適正化に関する目標を達成するための措置」に記載の
　とおり

３　積立金の使途
　　前中期目標期間繰越積立金については、教育研究の質の向上、地域への
　優秀な人材の輩出等の地域貢献の取組み及び組織運営の改善に充てる。

４　その他法人の業務運営に関し必要な事項
　　なし

１　施設及び設備に関する計画
　　中期目標を達成するために必要な業務の実施状況を勘案した施設・設備
　の整備や老朽度合等を勘案した施設・設備の改修等を行った。

２　人事に関する計画
　　第３の３「人事の適正化に関する目標を達成するための措置」に記載の
　とおり。

３　積立金の使途
　　前中期目標期間繰越積立金の一部9,550千円を、教育研究特別推進費等に
　充当した。

４　その他法人の業務運営に関し必要な事項
　　なし

第３期 中期計画
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